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研究要旨 

【目的】本研究においては、自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向け

た研究として、そのために必要とされる情報の項目を検討し、全国の自治体における現状の災害時の

歯科保健医療支援体制を把握したうえで、全国の自治体において災害時の歯科保健医療活動指針やマ

ニュアルが作成されるために必要な情報を作成することを目的とした。 

【方法】上記目的のため、以下３つの検討を実施した。 

１） 災害時における歯科保健医療活動推進のための指針に必要な項目の検討 

自治体における歯科保健活動の政策立案にかかわる可能性のある行政歯科職より、オンラインでの

集団インタビュー方式で意見を聴取し、その意見をまとめた。 

２）災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた現状調査 

全国のすべての都道府県（47 自治体）、および保健所設置市・特別区（108 自治体）、合計 155 自

治体における「災害時保健医療担当主管部（局）」を対象として、災害時の歯科保健医療に関する体

制等を内容とした郵送調査を実施した。本報告書では、「都道府県」および「保健所設置市（保健所

設置市および特別区）」に区分して分析を行った。 

３）「災害時の歯科保健医療支援活動推進のための活動指針」の作成に向けた検討 

１）、２）の結果も踏まえて検討し、自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針の

作成に結びつくために参考となる文書や資料を作成した。 

【結果】１）では、必要な項目として調整に係る役割分担や、フェーズごとの担当一覧などがあげら

れ、都道府県に対する提示をする場合には、指針として定まっているよりも考え方としての整理を示

すほうが活用しやすい可能性が指摘された。 

 ２）においては、自治体における災害時の歯科保健医療体制のために歯科医師会との協定などは結

ばれていても、活動指針やマニュアルなどの実際の活動に際する実効性には課題があり、各自治体に

おいて活動指針やマニュアルなどが作成されていくための支援が必要であると考えられた。また、災

害時要配慮者対応においても、歯科保健支援体制を含めた活動指針やマニュアル作成の支援が必要で

あることが示された。 

 ３）では、１），２）の結果を踏まえ、有識者との検討を経て、「自治体における災害時の歯科保

健医療支援活動推進のための活動指針作成に向けた考え方」および「説明資料「大規模災害時の歯科

保健医療活動～口腔機能からの健康維持～」」を作成した。 

【まとめ】自治体における災害時の歯科保健活動体制は十分に整備されておらず、これが推進される

ための活動指針やマニュアル作成の支援が必要であることが示された。このため、「自治体における災

害時の歯科保健医療支援活動推進のための活動指針作成に向けた考え方」、および「説明資料「大規模

災害時の歯科保健医療活動～口腔機能からの健康維持～」」を作成し、自治体における災害時の歯科保

健活動推進のための活動指針作成のための条件を整備した。更なる指針作成の推進には、厚生労働省

としての方針の提示がなされることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

 大規模災害時には、電気・水道・ガスなどの基本

インフラが失われ、衛生的な環境の整わない生活が

長期化することによる健康危機が懸念される。この

ため、歯科保健医療支援も必要となるが、その体制

が自治体の指針やマニュアルなどで定められてい
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る地域は未だ少ない。 

特に令和 2 年以降の新型コロナウイルス感染症

蔓延下の避難所などにおいては、集団生活における

感染予防の目的に、常時マスクの着用が要望され、

洗面所の利用など歯みがきの環境は更に制限をさ

れて確保しにくくなり、かつ、歯科専門職が直接避

難者にアプローチすることも制限されたこともあ

った。 

今後も想定される大規模災害時の健康危機管理

の一端として、災害時の歯科保健医療支援体の整備

の推進は必須であると考えられる。 

 本研究においては、自治体における災害時の歯科

保健活動推進のための活動指針作成に向けた検討

として、そのために必要とされる情報の項目を検討

し、全国の自治体における現状の災害時の歯科保健

医療支援体制を把握したうえで、全国の自治体にお

いて災害時の歯科保健医療活動指針やマニュアル

が作成されるために必要な情報を作成することを

目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は目的達成のため、以下３つの検討を実施し

た。 

１）災害時における歯科保健医療活動推進のための

指針に必要な項目の検討 

２）災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作

成に向けた現状調査 

３）「災害時の歯科保健医療支援活動推進のための

活動指針」の作成に向けた検討 

１．対象 

１）本研究班での方針に同意いただける、特に自治

体（都道府県庁、市区町村、保健所）の政策立案に

携わる可能性のある立場の行政歯科職を対象とし

てお声がけし、都道府県庁 2名、保健所 3名（うち

2名は保健所長)の協力を得た。 

２）全国のすべての都道府県（47自治体）、および

保健所設置市・特別区（108 自治体）、合計 155 自

治体の災害時保健医療担当部局を対象とした。 

３）主に都道府県や保健所に勤務する行政歯科職を

中心に、実際に災害時の歯科保健医療支援に係る歯

科医師会や歯科衛生士会の関係者、また、災害時の

健康支援体制の構築に携わっている保健所長であ

る医師や、保健師、管理栄養士、言語聴覚士、シス

テム開発などの専門性のある方に協力を依頼し、 

 

２．方法及び内容 

１）オンラインミーティングツールを活用し、集団

インタビュー方式で意見聴取を実施した。 

２）に、災害時の歯科保健医療に関する自治体とし

ての体制、他組織との連携、要配慮者への対策、お

よび住民への周知を内容としたアンケート調査を

郵送にて実施し、自治体における災害時歯科保健医

療体制の現状を把握した。 

 「都道府県」および「保健所設置市（保健所設置

市および特別区）」に区分して分析し、区分間の割

合の検定にはカイ二乗検定を用い、有意水準は５％

とした。 

３）研究班会議や検討会を開催し、様々な立場の有

識者から意見を集めながら、１）、２）の結果も踏

まえて検討し、各自治体において災害時の歯科保健

活動推進のための活動指針の作成に結びつくため

の項目を整理して明示する文書の作成を目指した。 

 

３．期間 

１）オンラインでのグループインタビューは、令和

5年 1月 26日に実施した。 

２）調査票は平成４（2022）年 10月 13日に投函・

依頼を行い、同年 12月 9日を締め切り日として回

収を行った。 

３）令和 4年 7月から令和 5年 3月の間に、7回に

渡ってそれぞれの有識者から意見を聞く機会を設

けた。 

 

（倫理面への配慮） 

１）３）においては、インタビュー対象者の個人情

報は含まず侵襲を伴わないものであり，十分な倫理

的配慮のもとで実施した。 

２）については、国立保健医療科学院の研究倫理審

査委員会の承認を受けて実施した（承認番号 NIPH-

IBRA#12418）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．災害時における歯科保健医療活動推進のため

の指針に必要な項目の検討 

具体的に指針に必要とされる項目に対する意見

から、最低でも記載しておくべき必要項目を整理し、

下記のような項目があげられた。 

1. 平時における災害時歯科保健医療体制の整

備について 

(I）災害時歯科保健医療体制の整備 



3 

 

(2）災害時歯科保健医療活動に係る計画、マニ

ュアル、協定等の整備 

(3）災害時歯科保健医療に係る研修及び訓練の

実施 

2．災害時における歯科保健医療活動の実施につ

いて 

(1）災害時の歯科保健医療体制に係る情報の収

集及び連携 

(2)災害時歯科保健医療活動の実施  

(3）災害時歯科保健医療活動における他の保健

医療活動チームとの連携 

２．災害時の歯科保健活動推進のための活動指針

作成に向けた現状調査 

1．災害時の歯科保健医療体制 

保健医療計画「災害時の医療」のなかに、歯科保

健医療に関する項目を記載していると回答した都

道府県の割合は 75.7％であり、保健所設置市

40.0％と比較して有意に大きかった。 

一方で都道府県においても、保健医療調整本部に、

歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士など）の災害医

療コーディネーターを委嘱していると回答した割

合は 18.9％であり、災害時の歯科保健医療対策に

関するマニュアル・指針を作成していると回答した

割合は 35.1％であった。 

2．災害時の歯科保健医療における他組織との連携 

歯科医師会と「災害時の歯科保健や歯科医療救護

に関する協定」等を独自に締結していると回答した

都道府県の割合は 97.3％であり、保健所設置市

72.8％と比較して有意に大きく、日本災害歯科支援

チーム（JDAT; Japan Dental Alliance Team）を知

っているとした都道府県の割合 89.2％であり、保

健所設置市 63.0％と比較して有意に大きかった。 

一方で、災害時の歯科保健医療支援を行うための

連携に関する会議や協議等を 1 年に１回以上定期

開催しているとした都道府県の割合は 24.3％、保

健所設置市 33.3％であり、歯科保健医療支援を行

う者への教育・研修を実施していると回答した都道

府県の割合は 21.6％、保健所設置市 8.6％であっ

た。 

3．災害時における要配慮者対策 

 災害時要配慮者への歯科保健項目を入れている

と回答した都道府県の割合は 40.5％であり、保健

所設置市 21.5％と比較して有意に大きかった。 

4．住民への周知 

 災害時の健康維持対策の一環として、災害時に歯

科保健（口腔ケアなど）がおろそかになると、口腔

感染症や誤嚥性肺炎などの健康に影響が出る可能

性があることを住民に周知していると回答した都

道府県は 56.8％、保健所設置市 44.4％であった。 

３．「災害時の歯科保健医療支援活動推進のための

活動指針」の作成に向けた検討 

研究班会議や検討会を開催し、様々な立場の有識

者から意見を集めながら「自治体の災害時歯科保健

医療活動マニュアル」の案を作成した。この案を、

更に研究班会議や有識者との検討会において検討

し、他の本研究班における結果も踏まえて、「自治

体における災害時の歯科保健医療支援活動推進の

ための活動指針作成に向けた考え方」を作成した。 

あわせて、災害時の歯科保健医療活動の必要性や

体制の概要を説明し理解を得るための資料の必要

性も指摘され、「説明資料「大規模災害時の歯科保

健医療活動～口腔機能からの健康維持～」」を作成

した。 

 

Ｄ．考察 

 近年、災害時の自治体における保健医療福祉対策

は災害対応の経験とともに見直されて拡充されて

きているものの、歯科関係職種は必ずしも全ての自

治体に配属されているわけではなく、発災時の歯科

保健活動については、歯科関係職種以外が主導して

地域の歯科医師会等と連携して活動する必要があ

る自治体もあり、このための指針やマニュアル等の

整備も必要とされる。一方で、自治体における災害

時の歯科保健医療活動に関する指針やマニュアル

等の整備の参考となる指針等は、未だ厚生労働省か

らは発出されていない。 

 全国の自治体に対する調査においては、災害時の

歯科保健医療活動の体制づくりは、過去と比較する

と進んではいるものの十分ではない実態が明らか

となった。 

歯科医師会との「災害時の歯科保健や歯科医療救

護に関する協定」の締結や、JDAT（日本災害歯科支

援チーム）の認識をしている自治体の割合は比較的

高く、歯科医療専門職との連携の体制は構築されて

きているものの、その協議や研修が行われている割

合は高くなく、災害時の歯科保健医療支援活動の実

効性には懸念が残されていた。 

また、避難所対策や要配慮者対策に歯科保健医療

対策の視点を考慮している自治体や、住民への災害

時の健康維持対策として口腔ケアの必要性の周知
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をしている自治体も限定的であった。 

 各自治体の日頃の災害対応や防災活動において、

住民や歯科専門職以外の者に対して歯科口腔保健

の意義や影響に関する周知・啓発を徹底すること、

また要配慮者対応を含む避難所における歯科保健

体制の整備が円滑に実施できるよう活動指針やマ

ニュアル作成の支援が必要であることが示された。 

 自治体における災害時の歯科保健医療支援体制

の整備には、自治体ごとの特性にあわせた災害時に

おける歯科保健医療体制に関する活動指針やマニ

ュアルの作成が必要とされており、また、自治体に

より歯科専門職の本庁や保健所等への配置に違い

があるため、各自治体においての活動指針の作成を

促進する「活動指針作成に向けた考え方」として提

示することとなった。 

また、各自治体において活動指針を作成するため

には、まずは各自治体において災害時の歯科保健医

療活動の必要性への理解をしていただく必要があ

り、そのための説明資料の作成を追加した。 

 

Ｅ．結論 

自治体において災害時の歯科保健活動の指針を

示すためには、都道府県においては厚生労働省から

の、市区町村においては都道府県からの方針の提示

が大きな推進材料となることが示唆され、各自治体の

特性にあわせて指針を作成するためには、必要な項

目ごとに参考となる考え方が提示される形式が要望さ

れた。 

 全国の自治体に対する調査からは、保健医療計画、

および災害時の保健医療調整本部への歯科保健医

療の関与、災害時における歯科保健医療体制に関す

る活動指針やマニュアル作成、および歯科専門職種

以外への歯科保健に関する研修等の歯科保健医療

体制の確立は十分に進んでいないことが明らかと

なり、自治体において災害時の歯科保健支援が推進

されるための活動指針やマニュアル作成の支援が

必要であることが示された。 

 これらもふまえ、有識者からの意見をいただきな

がら、「自治体における災害時の歯科保健医療支援

活動推進のための活動指針作成に向けた考え方」、

および「説明資料「大規模災害時の歯科保健医療活

動～口腔機能からの健康維持～」」を作成し、自治

体における災害時の歯科保健活動推進のための活

動指針作成のための条件を整備した。 

 

謝辞 

本研究にあたり，ご助言及びご協力いただきました

主に保健医療専門職やシステム構築の有識者の皆様，

および、アンケート調査に回答いただきました自治体

関係者の皆様に，心より感謝申し上げます． 

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

１．論文発表 

なし 

2．学会発表 

中久木康一，福田英輝，竹田飛鳥，柳澤智仁，安

藤雄一，森谷俊樹，堀江博，久保山裕子，小玉剛，災

害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に

向けた現状調査，第 72 回日本口腔衛生学会 第 72

回日本口腔衛生学会学術大会，2023年 5月 19日～

5月 21日，大阪府国際交流センター，ポスター発表 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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 厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

令和４年度 分担研究報告書 

自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた研究 

 

災害時における歯科保健医療活動推進のための指針に必要な項目の検討 

 

研究代表者 中久木康一 東京医科歯科大学 大学院 医歯学総合研究科 非勤講師 

研究協力者 柳澤 智仁 東京都西多摩保健所 歯科保健担当課長 

 

 

Ａ．研究目的 

令和 4 年度時点で、厚生労働省より災害時歯科保

健に係る指針等は発出されておらず、各自治体にお

いて対応等について検討せざるを得ない状況にある。

しかし、保健師や栄養士等他職種においては既に発

出されていることから、実際に発災した地域において、

根拠となる指針がない歯科については連携に遅れが

生じる事例が散見される。 

今般、災害時の歯科保健活動推進に向けた現状の

課題整理及び今後発出されるべきガイドライン等のあ

るべき姿について整理を行うことを目的として、都道府

県庁・市区町村・保健所に所属する行政歯科職に対し

て、集団でのインタビューを実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

1．対象 

本研究班での方針に同意を得た自治体（都道府県

庁、市区町村、保健所）の政策立案に携わる可能性

のある立場の行政歯科職を対象とし、都道府県庁所

属職員 2名、保健所 3名（うち 2名は保健所長)の

協力を得た。 

2．方法 

 オンラインミーティングツールを活用し、集団イ

ンタビュー方式で意見聴取を実施した。 

3．期間 

令和 5年 1月 26日に実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究においては、インタビュー対象者の個人情報

は含まず侵襲を伴わないものであり，十分な倫理的

配慮のもとで施行した．  

 

Ｃ．研究結果 

 対象者インタビューによって、以下の通りの意見

を確認した。 

１．現状の課題等について 

1) 発災した場合には保健医療圏を中心に対策会

議を設けるが、いざという時だけ参集しても

実効性を伴わないので、調整会議等実施して

いる。しかし、医療の話が中心となり、歯科の

研究要旨 

【目的】自治体における災害時の歯科保健活動の推進のためには、自治体における活動指針が作成され、

他職種と連携した保健活動が実施されることが期待される。一方で、災害時の歯科保健活動指針が作成さ

れている自治体は少なく、その背景には、厚生労働省より災害時歯科保健に係る指針などが発出されてい

ないことが指摘されている。実際に、どのような指針が発出されれば都道府県、そして市区町村における

災害時の歯科保健活動指針の作成に結び付くのかを検討するため、その項目を検討した。 

【方法】自治体における歯科保健活動の政策立案にかかわる可能性のある行政歯科職より、オンラインで

の集団インタビュー方式で意見を聴取し、その意見をまとめた。 

【結果】課題や求められているものは多岐に渡り、自治体による違いが大きいことが示唆された。実際に

指針を作成する場合に含まれるべき項目としては、主に調整に係るものが多くあげられ、フェーズごとで

の自治体や保健所の担う役割を整理した一覧表も必要とされた。厚生労働省から都道府県宛の災害時の歯

科保健医療活動の指針等が発出される場合、定まり過ぎたものではなく、それぞれの項目における考え方

を示してあるほうが活用しやすい面もあることが指摘された。 
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話に及ぶことはほとんどない。保健所が災害

時医療等を一定程度グリップすることになる

ことから、保健所活動へのフィードバックが

あるものが必要。 

2) 保健所で災害時の歯科保健を担当するのは必

ずしも歯科職種ではなく、栄養士・保健師であ

ることが多い。そのため、歯科保健活動につい

ての指針・マニュアルがないのは障壁になる。 

3) 個々の災害時歯科保健活動は歯科医師会が担

うことになるかと考えるが、その活動をする

ためのコーディネーターとして歯科専門職種

が必要だが、行政歯科職種が不在の場合、担い

手がいないのは課題。 

4) 保健医療福祉調整本部内にコーディネーター

を配置することや、協定締結等、都道府県が実

施すべきことの整理を進めることが必要。特

に、外部からの応援 (JDAT(Japan Dental 

Alliance Team, 日本災害歯科支援チーム)

等)を受け入れる受援体制の確認は急務。 

5) 国が発出している「大規模災害時の体制整備」

の中に歯科の位置づけがないのが最大の問題。

また歯科に係るコーディネーター配置がない

こともあり、都道府県の主管課に歯科専門職

種がいない場合、初動体制が取りにくくなる。 

6) JDATの名前が普及し始めており、第 8次医療

計画の中に入る見込み。併せて防災基本計画

の歯科チームの文言も今後JDATに置き換わる

方針と認識している中、厚労省から局長通知

等の発出で環境整備が進むことが今後望まれ

る展望 

２．ガイドライン等について 

1) 他職種が理解するために、マニュアルについ

てはA3用紙1枚程度の一覧表が別途あること

が望ましい。実際にはある程度実施すべき事

項をセレクションする必要があるが、何が重

要なのか、何がポイントなのか全体像を把握

できるものが必要。 

2) どのような形で厚労省から発出されるかがポ

イント。ガイドラインなのかマニュアルなの

か。保健所職員もそうだが、県庁職員がどのよ

うに認識して、災害医療体制に繋げるかが重

要。歯科保健を分からない人が見て分かるも

のが必要。 

3) フェーズの図を提示して、この時点でこのよ

うなことをやるという内容を、見て確認でき

ることが重要。 

4) 歯科保健活動のみではなく、歯科医療救護活

動についての記載も必要。 

5) 厚労省から発出されるガイドライン等につい

て一番必要な事項は、どのような役割がある

のかを明記すること。 

３．指針に必要な項目について 

 具体的に指針に必要とされる項目に対する意見

を伺い、最低でも必要な項目を下記の項目が必要に

なることが示された。 

 

1 平時における災害時歯科保健医療体制の整備

について 

(I）災害時歯科保健医療体制の整備  

① 災害時歯科保健医療活動のコーディネー

トをする者（災害歯科コーディネーター）の

配置  

(2）災害時歯科保健医療活動に係る計画、マニュ

アル、協定等の整備  

① 地域防災計画、医療計画等に係る災害時歯

科保健医療活動の整備（位置付け） 

② 災害時歯科保健医療活動に係るマニュア

ル等の整備  

③ 災害時歯科保健医療活動に係る関係機関

との協定の締結 

(3）災害時歯科保健医療に係る研修及び訓練の

実施 

2 災害時における歯科保健医療活動の実施につ

いて 

（1）災害時の歯科保健医療体制に係る情報の収

集及び連携  

① 保健医療福祉調整本部及び保健医療福祉

調整地域本部への参画  

② 歯科医療機関の被災状況、被災者の歯科保

健医療ニーズ等の整理及び分析、情報連携

等の総合調整  

(2）災害時歯科保健医療活動の実施  

① 災害時歯科保健医療チームの派遣調整  

② 災害時歯科保健医療チームの活動  

③ 災害時歯科保健医療活動に関する記録・報

告、情報連携  

④ 災害時歯科保健医療活動に係る受援  

⑤災害時歯科保健活動への移行 

(3）災害時歯科保健医療活動における他の保健

医療活動チームとの連携 
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D.考察 

 各自治体において、災害時の歯科保健活動につい

て、明確な根拠となる厚生労働省発出の指針等の不

存在は、一定程度想定の障壁になっていることが示

唆された。災害時においては、市区町村、都道府県、

国が同じ方針の下で稼働する必要があり、そのため

には国すなわち厚生労働省からの指針等が重要な

役割となる。 

 東日本大震災以降、豪雨災害を含め、多くの災害

が発生し、その都度、国主導で医療救護所や避難所

の運営等医療や保健について見直しが図られ、より

有機的に稼働できるよう進められてきている一方、

歯科保健活動については日本歯科医師会主導で

JDAT の組織構成等進んでいるが、大半は現場レベ

ルでの対応を共有するのにとどまっている。 

 また、各市区町村にほぼ配置されている保健師と

異なり、歯科関係職種は必ずしも全ての自治体に配

属しているわけではない。このため、発災時の歯科

保健活動については歯科関係職種以外が主導し、地

域の歯科医師会等と連携して活動する必要がある。

そのため、指針等と共に、マニュアル等の整備も必

要になることが確認された。 

 

E.結論 

各自治体において、災害時の歯科保健活動の指針

を示すためには、都道府県においては厚生労働省か

らの、市区町村においては都道府県からの方針の提

示が大きな推進材料となることが示唆された。一方で

自治体による違いは大きく、一律に規定するのではな

く、必要な項目ごとに各自治体で指針を作成するため

の参考となる 

考え方として示す方法が提案された。 
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本研究にあたり，ご助言及びご協力いただきました

自治体の歯科専門職の皆様に，心より感謝申し上げ

ます． 
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要なこと～，第 80 回日本公衆衛生学会 自由集

会，2021 年 12 月 22 日，新宿 NS ビル，

http://jsdphd.umin.jp/pdf/20211222.freemeeting.j

sph80.handout.ver.2.nkkk.pdf 

2) 青山 謙一，静間 夕香，行歯会「災害に関する会

員アンケート」結果報告，行歯会だより第 169号，

P6-9, 令和 4年 3月号，

https://www.niph.go.jp/soshiki/koku/oralhealth/

contents/No169_202203.pdf 

3) 田中 麗，赤城 裕理，第 80 回日本公衆衛生学

会総会・自由集会参加報告「公衆衛生における歯
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知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 
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 厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

令和４年度 分担研究報告書 

自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた研究 

 

災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた現状調査 

 

研究分担者 福田英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究協力者 竹田飛鳥 国立保健医療科学院健康危機管理研究部・主任研究官 

 

研究要旨 

【目的】本研究の目的は、全国都道府県および保健所設置市・区における災害時歯科保健医療体制や

マニュアル・指針の作成状況等の現状把握を行うことである。 

【研究方法】全国のすべての都道府県（47 自治体）、および保健所設置市・特別区（108 自治体）、合

計 155自治体における「災害時保健医療担当主管部（局）」を対象として、災害時の歯科保健医療に関

する体制等を内容とした郵送調査を実施した。本報告書では、「都道府県」および「保健所設置市（保

健所設置市および特別区）」に区分して分析を行った。 

【結果】保健医療計画の「災害時の医療」において歯科保健医療に関する項目の記載がある自治体の

割合は全体で 51.8％であった。また災害時の保健医療調整本部に歯科専門職を災害医療コーディネー

ターとして委嘱している都道府県の割合はわずかに 18.9％であった。さらに災害時の歯科保健医療対

策に関するマニュアルや指針を作成している自治体の割合は全体で 24.6％と小さかった。 

 災害時の他組織との連携については、歯科医師会と「災害時の歯科保健や歯科医療救護に関する協

定」を締結していた自治体の割合、および「災害歯科保健医療連絡協議会」が発出する JDAT（日本災

害歯科支援チーム）を認識している自治体の割合は比較的高かった。その一方、避難所設営時に歯科

保健医療対策の視点を考慮している自治体の割合は 47.4%であった。また災害時における要配慮者対

策として歯科保健項目を入れている自治体の割合は 27.6%と小さった。災害時の健康維持対策として

口腔ケアの必要性を住民に周知している自治体の割合は、半数程度（48.3%）であった。 

【まとめ】保健医療計画、および災害時の保健医療調整本部への歯科保健医療の関与、災害時におけ

る歯科保健医療体制に関する活動指針やマニュアル作成、および歯科専門職種以外への歯科保健に関

する研修等の歯科保健医療体制の確立が、十分に進んでいないことが明らかとなった。各自治体の日

頃の災害対応や防災活動が円滑に実施できるよう、また要配慮者対応を含む避難所における歯科保健

体制の整備が円滑に実施できるよう活動指針やマニュアル作成の支援が必要であることが示された。 

 

Ａ．研究目的 

 大規模災害時には、電気・水道・ガスなどの基本

インフラが失われ、衛生的な環境の整わない生活が

長期化することによる健康危機が懸念される。災害

時の健康危機管理を目的として、平成 25 年８月

には「避難所における良好な生活環境の確保に向け

た取組指針」（１）が策定された。また「避難所に

おけるトイレの確保・管理ガイドライン」（３）、及

び「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（２）

の策定もすすめられてきた。しかしながら、これら

指針やガイドラインには口腔衛生管理についての

記載はなく、更には、自治体を対象とした災害時の

歯科保健活動等に関する指針は提示されていない

ため、避難所・福祉避難所における健康危機管理体

制の中で口腔衛生の観点が欠落しやすい等の状況

が生じている。 

 本研究の目的は、全国の都道府県および保健所を

設置する市区の災害時保健医療担当部局を対象に、

災害時の歯科保健医療に関する自治体としての体

制、他組織との連携、要配慮者への対策、および住

民への周知を内容としたアンケート調査を実施し、

自治体における災害時歯科保健医療体制の現状を

把握することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本調査は、全国のすべての都道府県（47自治体）、
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および保健所設置市・特別区（108 自治体）、合計

155 自治体における「災害時保健医療担当主管部

（局）」を対象として郵送法にて実施した。調査票

の内容は、災害時の歯科保健医療に関する自治体と

しての体制、他組織との連携、要配慮者への対策、

および住民への周知等であった（添付資料１：調査

票）。調査票は、平成４（2022）年 10月 13日に投

函・依頼を行い、同年 12月 9日を締め切り日とし

て回収を行った。 

 回答した都道府県数、および保健所設置市・特別

区は、それぞれ 37（回収率 78.7％）、および 81（回

収率 75.0％）であった。都道府県数、および保健所

設置市・特別区における回収率は、それぞれ 78.7％、

および 75.0％であった。なお、本報告書では、「都

道府県」および「保健所設置市（保健所設置市およ

び特別区）」に区分して分析を行った。なお、区分

間の割合の検定には、カイ二乗検定を用い、有意水

準は５％とした。 

 本報告書では、調査票のなかからとくに重要であ

ると考えられた 12項目について報告する。全項目

の状況については、資料２に記載した。 

本研究は、国立保健医療科学院の研究倫理審査委

員会の承認を受けて実施した（承認番号 NIPH-

IBRA#12418） 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．災害時の歯科保健体制 

１）保健医療計画「災害時の医療」のなかに、歯科

保健医療に関する項目を記載していると回答した

都道府県の割合は 75.7％であり、保健所設置市

40.0％と比較して有意に大きかった。 

 
 

２）保健医療調整本部に、歯科専門職（歯科医師・

歯科衛生士など）の災害医療コーディネーターを委

嘱していると回答した都道府県の割合は 18.9％、

保健所設置市 7.4％であった。 

 

 

３）災害時の歯科保健医療対策に関するマニュア

ル・指針を作成していると回答した都道府県の割合

は 35.1％、保健所設置市 19.8％であった。 

 

 

４）災害時の備蓄（防災備蓄）として口腔ケア関連

の物品（歯ブラシ、歯磨剤、デンタルリンス・マウ

スウオッシュ、デンタルフロス、入れ歯洗浄剤など）

が含まれていると回答した都道府県の割合は

35.1％、保健所設置市 42.0％であった。 

 
 

５）歯科専門職以外の職員に対する災害時対応の研

修において、災害時の歯科保健に関する項目が含ま

れていると回答した都道府県の割合は 10.8％、保

健所設置市 4.9％であった。 
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２．災害時の歯科保健医療における他組織との連携 

１）歯科医師会と「災害時の歯科保健や歯科医療救

護に関する協定」等を独自に締結していると回答し

た都道府県の割合は 97.3％であり、保健所設置市

72.8％と比較して有意に大きかった。 

 

 

２）日本災害歯科支援チーム（JDAT; Japan Dental 

Alliance Team）を知っているとした都道府県の割

合 89.2％であり、保健所設置市 63.0％と比較して

有意に大きかった。 

 

 

３）災害時の歯科保健医療支援を行うため、歯科支

援者（歯科医師会など）との連携に関する確認の会

議や協議等を、1年に１回以上定期開催していると

した都道府県の割合は 24.3％、保健所設置市

33.3％であった。 

 

 

４）歯科保健医療支援を行う者への教育・研修を実

施していると回答した都道府県の割合は 21.6％、

保健所設置市 8.6％であった。 

 
 

５）避難所設営において、被災者の歯科保健医療対

策の視点を考慮していると回答した都道府県の割

合は 57.1％、保健所設置市 43.2％であった。 

 

 

 歯科保健医療対策の視点を考慮している、あるい

は検討中と回答した都道府県においては、「歯科巡

回診療や歯科医療救護所の設置」と回答した割合が

最も大きく 61.9％であった。一方、保健所設置市

においては、「歯ブラシなど口腔ケア物資の支援」

と回答した市区が最も大きく 72.1％であった。 
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 また新型コロナウイルス感染症などの感染症蔓

延下でも対応を既に考慮しているとした自治体の

割合は、全体では 32.8％であった。 

 

 

３．災害時における要配慮者対策 

 災害時要配慮者への歯科保健項目を入れている

と回答した都道府県の割合は 40.5％であり、保健

所設置市 21.5％と比較して有意に大きかった。 

 

 

４．住民への周知 

 災害時の健康維持対策の一環として、災害時に歯

科保健（口腔ケアなど）がおろそかになると、口腔

感染症や誤嚥性肺炎などの健康に影響が出る可能

性があることを住民に周知していると回答した都

道府県は 56.8％、保健所設置市 44.4％であった 

 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、保健医療計画、および災害時の保健

医療調整本部への歯科保健医療の関与、災害時にお

ける歯科保健医療体制に関する活動指針やマニュ

アル作成、および歯科専門職種以外への歯科保健に

関する研修等の取り組みついては、過去に行われた

自治体を対象とした調査（４）（５）と比較して改

善しているものの、十分に進んでいない実態が明ら

かとなった。 

災害時の他組織との連携については、歯科医師会

と「災害時の歯科保健や歯科医療救護に関する協定」

を締結していた自治体の割合、および「災害歯科保

健医療連絡協議会」が発出する JDAT（日本災害歯

科支援チーム）を認識している自治体の割合は比較

的高く、歯科医療専門職との連携状況は良好である

ことが伺えた。その一方、避難所設営時に歯科保健

医療対策の視点を考慮している自治体の割合は

47.4%にとどまっていた。また災害時における要配

慮者対策として歯科保健項目を入れている自治体

の割合は 27.6%と小さく、要配慮者を含む具体的な

歯科保健医療活動への対応が十分に準備できてい

ない実態が明らかとなった。 

災害時の健康維持対策として口腔ケアの必要性

を住民に周知している自治体の割合は、半数程度

（48.3%）であり、さらに住民への啓発活動を推進

する必要性が伺えた。 

 各自治体の日頃の災害対応や防災活動において、

住民や歯科専門職以外の者に対して歯科口腔保健

の意義や影響に関する周知・啓発を徹底すること、

また要配慮者対応を含む避難所における歯科保健

体制の整備が円滑に実施できるよう活動指針やマ

ニュアル作成の支援が必要であることが示された。 
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Ｅ．結論 

 全国のすべての都道府県、および保健所設置市・

特別区を対象として災害時の歯科保健医療に関す

る自治体としての体制等を内容とした調査を実施

した。その結果、保健医療計画、および災害時の保

健医療調整本部への歯科保健医療の関与、災害時に

おける歯科保健医療体制に関する活動指針やマニ

ュアル作成、および歯科専門職種以外への歯科保健

に関する研修等の歯科保健医療体制の確立が、十分

に進んでいないことが明らかとなった。各自治体の

日頃の災害対応や防災活動が円滑に実施できるよ

う活動指針やマニュアル作成の支援が必要である

ことが示された。 
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1.特許取得 
 なし 
2.実用新案登録 
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3.その他 
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 別紙の依頼文を読み、「災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた現状調査」に同意・回

答いただける場合は、以下の□にチェックをお願いいたします。 

□ 「災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた現状調査」に同意し、以下のように回答

いたします。 

回答日: 令和   年  月  日  

（ ）都・道・府・県     記載部署:

TEL:    Email:   記載者名:

・各問の該当する数字に〇、または（ ）内に記載をしてください。 

貴自治体は、以下のうちどれに当てはまりますか。 

１．都道府県 ２．特別区 ３．指定都市 ４．中核市 

Ⅰ.【経験】 

問１ 貴自治体は、東日本大震災（2011年 3月）以降に、貴自治体内に避難所を立ち上げた経験があります

か（台風などに対する事前避難も含む）？（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ いいえ 

Ⅱ.【災害時の歯科保健医療体制】 

問２ 貴自治体の地域防災計画に、歯科保健医療に関する記載はありますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

問３ 貴自治体の保健医療計画の「災害時の医療」のなかに、歯科保健医療に関する記載はありますか？ 

（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた現状調査 

添付資料１
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問４  貴自治体の保健医療調整本部に、歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士など）の災害医療コーディネー

ターを委嘱していますか？（〇はひとつだけ）

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような立場の方ですか？（〇はいくつでも）

１ 歯科医師会  ２ 大学  ３ 病院  ４ その他 

問５ 貴自治体の口腔保健支援センターの役割に「災害時における歯科保健体制の研修の企画」が含まれて

いますか？（〇はひとつだけ）  

１ 口腔保健支援センターがあり、役割に災害時に向けた研修が含まれている 

２ 口腔保健支援センターはあるが、役割に災害時に向けた研修は含まれていない 

３ 口腔保健支援センターの設置はない 

問６ 貴自治体において、災害時の歯科保健医療対策に関するマニュアルや指針を作成していますか？  

（〇はひとつだけ） 

１ 作成済み  ２ 作成中  ３ 作成を検討中 ４ 作成しておらず、今後予定もない  

問７ 災害時の避難所などにおける歯科保健医療のニーズアセスメントに関する方法や書式を定めていま

すか？（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

問８ 災害時の備蓄（防災備蓄）に口腔ケア関連※のものが含まれていますか？※歯ブラシ、歯磨剤、デンタル

リンス・マウスウオッシュ、デンタルフロス、入れ歯洗浄剤など（〇はひとつだけ）

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような形式ですか？（〇はいくつでも）

１ 自治体もしくは避難所などが管理する倉庫にての備蓄 

２ 外部組織（ドラッグストアなど）との契約での循環備蓄 

３ 関連団体（歯科医師会など）に依頼しての備蓄 

４ その他 
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問９ 自治体内の歯科診療所の被災状況や回復状況を、被災後早期に把握する方法を、具体的に定めていま

すか？（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ 検討中 ３ いいえ 

→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような方法ですか？（〇はいくつでも）

１ 自治体にて独自に確認する 

２ 関係団体（歯科医師会など）と連携して確認することとなっている 

３ その他 

問１０ 貴自治体の歯科専門職以外の職員に対する災害時対応の研修において、災害時の歯科保健に関する

項目が含まれていますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい    ２ いいえ ３ わからない 

→「１ はい」の場合は、どのような形式ですか？（〇はいくつでも）

１ 自治体が行う研修に、含まれている 

２ 管轄保健所が開催する研修に、含まれている 

３ その他 

Ⅲ.【災害時の歯科保健医療における、他組織との連携】 

問１１ 貴自治体と歯科医師会※との間で、「災害時の歯科保健や歯科医療救護に関する協定」等を締結して

いますか？（※都道府県の場合は都道府県歯科医師会との間で、市町村では市町村（もしくは地域）歯科医師会と

の間で、独自の協定等が締結されているか、をお教えください）？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 協議中   ３ いいえ 

15



問１２ 歯科医師会以外に、貴自治体と災害時歯科保健医療救護協定等を締結している歯科関係の団体・組

織（歯科衛生士会、大学・病院など）はありますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 協議中   ３ いいえ 

→「１ はい」、「２ 協議中」の場合は、どのような団体・組織ですか？（〇はいくつでも）

１ 大学   ２ 病院   ３ 歯科衛生士会   ４ その他 

問１３ 貴自治体において、自治体および歯科医師会以外の歯科関係組織・団体も含めた、災害時の歯科 

保健医療体制を検討するための「災害歯科保健医療連絡協議会」等が組織されていますか？（〇は

ひとつだけ） 

１ はい   ２ 協議中   ３ いいえ   ４ わからない 

問１４ 災害時の歯科保健医療支援を、地域内（市町村の場合は市町村の歯科医師会など、都道府県の場合

は都道府県の歯科医師会など）に依頼する場合の方法は、災害時にも連絡がとれる手段により確立

されていますか？ （〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

問１５ 災害時の歯科保健医療支援を、他の地域（市町村の場合は県内他市町村、都道府県の場合は都道府

県外）から受けることを想定しての「受援」の体制を検討していますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

問１６ 歯科では「災害歯科保健医療連絡協議会」が、平常時の防災に関わり、災害時には支援もしくは受

援の中核を担う「日本災害歯科支援チーム」（ＪＤＡＴ; Japan Dental Alliance Team）を 2022年

3月に発足させました。このＪＤＡＴ発足について、ご存知でしたか？（〇はひとつだけ）

１ はい  ２ いいえ 
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問１７ 災害時に住民の歯科保健医療支援を行う、貴自治体職員以外の歯科支援者（歯科医師会など）との

連携に関する確認の会議や協議などは、定期的に開催されていますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい（１年に１回以上）   ２ はい（数年に１回）  ３ いいえ 

問１８ 災害時に住民の歯科保健医療支援を行う貴自治体職員以外の歯科支援者（歯科医師会など）に対す

る教育・研修を実施（予算措置を含む）していますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい（１年に１回以上）   ２ はい（数年に１回）  ３ いいえ 

問１９ 災害時の避難所設営において、被災者の歯科保健医療対策の視点は考慮されていますか？（〇はひ

とつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

→「１ はい」、「２ 協議中」の場合は、どのような視点ですか？（〇はいくつでも）

１ 歯科巡回診療や歯科医療救護所の設置 

２ 歯ブラシなど口腔ケア物資の支援 

３ うがい用の水の確保 

４ 歯みがきをする洗面所の設置 

５ その他 

→「１ はい」、「２ 協議中」の場合は、新型コロナウイルス感染症などの感染症蔓延下においても、上記の

対応が考慮されるように対応されていますか？（〇はひとつだけ）

１ 対応済   ２ 検討中  ３ 未対応 

問２０ 被災地域の住民全体に対する健康支援対策として、歯科専門職による相談対応などがオンラインで

できる仕組みを検討していますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 
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Ⅳ.【災害時要配慮者対策】 

問２１ 災害時要配慮者に対する健康支援対策の中に、歯科保健の項目（口腔ケアの啓発や実施など）が入

っていますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

問２２ 災害時の要配慮者に対する、避難所・福祉避難所・介護/福祉施設などにおける口腔ケアの啓発や

実施などの支援体制を整備していますか？（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

問２３ 災害時の要配慮者への対策の中に、摂食嚥下障害者への”「食べる」支援”対応が検討されています

か？（※「食べる」支援とは、口腔ケア、咀嚼の確立、食形態の調整、嚥下リハビリテーションなどを、多職種で

包括的に支援する体制を示しています）（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

Ⅴ.【住民への周知】 

問２４ 災害時に歯科保健（口腔ケアなど）がおろそかになると、口腔感染症や誤嚥性肺炎などの健康に影

響が出る可能性があることも、災害時の健康維持対策の一環として、住民に周知していますか？ 

（〇はひとつだけ） 

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 

問２５ 住民に対し準備を啓発されている災害時の非常用持ち出し品の中に、歯ブラシや歯磨剤などの口腔

ケア用品は入っていますか？？（〇はひとつだけ）

１ はい   ２ 検討中   ３ いいえ 
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Ⅵ.【その他】 

問２６ 災害時の歯科保健活動のための活動指針（案）の作成に関し、これまでのご経験などからのご意見

がありましたら、お教えください。（自由記載） 

設問は以上です。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました
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添付資料２ 

問１ 貴自治体は、東日本大震災（2011 年 3 月）以降に、貴自治体内に避難所を立ち上げ
た経験がありますか（台風などに対する事前避難も含む）？（〇はひとつだけ） 

問２ 貴自治体の地域防災計画に、歯科保健医療に関する記載はありますか？（〇はひとつ
だけ） 

問３ 貴自治体の保健医療計画の「災害時の医療」のなかに、歯科保健医療に関する記載は
ありますか？ （〇はひとつだけ） 

問４ 貴自治体の保健医療調整本部に、歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士など）の災害医
療コーディネーターを委嘱していますか？（〇はひとつだけ） 

→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような立場の方ですか？（〇はいくつでも）

都道府県 26 70.3% 11 29.7% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 75 92.6% 6 7.4% 81 100.0%
合計 101 85.6% 17 14.4% 118 100.0%

はい いいえ 合計

都道府県 28 75.7% 1 2.7% 8 21.6% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 60 74.1% 0 0.0% 21 25.9% 81 100.0%
合計 88 74.6% 1 0.8% 29 24.6% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 28 75.7% 0 0.0% 9 24.3% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 30 40.0% 1 1.3% 44 58.7% 75 100.0%
合計 58 51.8% 1 0.9% 53 47.3% 112 100.0%
未回答 6

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 7 18.9% 1 2.7% 29 78.4% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 6 7.4% 2 2.5% 73 90.1% 81 100.0%
合計 13 11.0% 3 2.5% 102 86.4% 118 100.0%

検討中 いいえ 合計はい

都道府県 7 87.5% 1 12.5% 2 25.0% 1 12.5% 8 100.0%
保健所設置市（市区） 8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 100.0%
合計 15 93.8% 1 6.3% 2 12.5% 1 6.3% 16 100.0%

合計歯科医師会 大学 病院 その他
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問５ 貴自治体の口腔保健支援センターの役割に「災害時における歯科保健体制の研修の
企画」が含まれていますか？（〇はひとつだけ）  

問６ 貴自治体において、災害時の歯科保健医療対策に関するマニュアルや指針を作成し
ていますか？  （〇はひとつだけ） 

問７ 災害時の避難所などにおける歯科保健医療のニーズアセスメントに関する方法や書
式を定めていますか？（〇はひとつだけ） 

問８ 災害時の備蓄（防災備蓄）に口腔ケア関連※のものが含まれていますか？※歯ブラシ、
歯磨剤、デンタルリンス・マウスウオッシュ、デンタルフロス、入れ歯洗浄剤など（〇はひ
とつだけ） 

都道府県 8 21.6% 22 59.5% 7 18.9% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 3 3.8% 22 27.5% 55 68.8% 80 100.0%
合計 11 9.4% 44 37.6% 62 53.0% 117 100.0%
未回答 1

合計

口腔保健支援セン
ターがあり、役割に
災害時に向けた研修
が含まれている

口腔保健支援セン
ターはあるが、役割
に災害時に向けた研
修は含まれていない

口腔保健支援セン
ターの設置はない

都道府県 13 35.1% 2 5.4% 5 13.5% 17 45.9% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 16 19.8% 3 3.7% 18 22.2% 44 54.3% 81 100.0%

29 24.6% 5 4.2% 23 19.5% 61 51.7% 118 100.0%

作成済み 作成中 作成を検討中
作成しておらず、今後

予定もない
合計

都道府県 10 27.0% 5 13.5% 22 59.5% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 21 25.9% 7 8.6% 53 65.4% 81 100.0%
合計 31 26.3% 12 10.2% 75 63.6% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 13 35.1% 0 0.0% 24 64.9% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 34 42.0% 6 7.4% 41 50.6% 81 100.0%
合計 47 39.8% 6 5.1% 65 55.1% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計
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→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような形式ですか？（〇はいくつでも） 

 

 
問９ 自治体内の歯科診療所の被災状況や回復状況を、被災後早期に把握する方法を、具体
的に定めていますか？（〇はひとつだけ） 

 

 
→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような方法ですか？（〇はいくつでも） 

 
 
問１０ 貴自治体の歯科専門職以外の職員に対する災害時対応の研修において、災害時の
歯科保健に関する項目が含まれていますか？（〇はひとつだけ） 

 

 
→「１ はい」の場合は、どのような形式ですか？（〇はいくつでも） 

 
 

都道府県 6 46.2% 2 15.4% 4 30.8% 3 23.1% 13 100.0%
保健所設置市（市区） 33 82.5% 6 15.0% 1 2.5% 3 7.5% 40 100.0%
合計 39 73.6% 8 15.1% 5 9.4% 6 11.3% 53 100.0%

自治体もしくは避難
所などが管理する倉

庫にての備蓄

外部組織（ドラッグ
ストアなど）との契
約での循環備蓄

関連団体（歯科医師
会など）に依頼して

の備蓄
その他 合計

はい 検討中 いいえ 合計
都道府県 18 48.6% 4 10.8% 15 40.5% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 26 32.1% 11 13.6% 44 54.3% 81 100.0%
合計 44 37.3% 15 12.7% 59 50.0% 118 100.0%

都道府県 8 36.4% 18 81.8% 1 4.5% 22 100.0%
保健所設置市（市区） 3 8.1% 35 94.6% 2 5.4% 37 100.0%
合計 11 18.6% 53 89.8% 3 5.1% 59 100.0%

自治体にて独自に確
認する

関係団体（歯科医師
会など）と連携して
確認することとなっ

ている

その他 合計

都道府県 4 10.8% 25 67.6% 8 21.6% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 4 4.9% 64 79.0% 13 16.0% 81 100.0%
合計 8 6.8% 89 75.4% 21 17.8% 118 100.0%

はい いいえ わからない 合計

都道府県 3 75.0% 2 50.0% 0 0.0% 4 100.0%
保健所設置市（市区） 2 50.0% 1 25.0% 1 25.0% 4 100.0%
合計 5 62.5% 3 37.5% 1 12.5% 8 100.0%

自治体が行う研修
に、含まれている

管轄保健所が開催す
る研修に、含まれて

いる
その他 合計
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問１１ 貴自治体と歯科医師会※との間で、「災害時の歯科保健や歯科医療救護に関する協
定」等を締結していますか？（※都道府県の場合は都道府県歯科医師会との間で、市町村で
は市町村（もしくは地域）歯科医師会との間で、独自の協定等が締結されているか、をお教
えください）？（〇はひとつだけ） 

 

 
問１２ 歯科医師会以外に、貴自治体と災害時歯科保健医療救護協定等を締結している歯
科関係の団体・組織（歯科衛生士会、大学・病院など）はありますか？（〇はひとつだけ） 

 

 
→「１ はい」、「２ 協議中」の場合は、どのような団体・組織ですか？（〇はいくつでも） 

 
 
問１３ 貴自治体において、自治体および歯科医師会以外の歯科関係組織・団体も含めた、
災害時の歯科保健医療体制を検討するための「災害歯科保健医療連絡協議会」等が組織され
ていますか？（〇はひとつだけ） 

 
 
問１４ 災害時の歯科保健医療支援を、地域内（市町村の場合は市町村の歯科医師会など、
都道府県の場合は都道府県の歯科医師会など）に依頼する場合の方法は、災害時にも連絡が
とれる手段により確立されていますか？ （〇はひとつだけ） 

 

 

都道府県 36 97.3% 0 0.0% 1 2.7% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 59 72.8% 1 1.2% 21 25.9% 81 100.0%
合計 95 80.5% 1 0.8% 22 18.6% 118 100.0%

はい 協議中 いいえ 合計

都道府県 6 16.2% 0 0.0% 31 83.8% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 3 3.7% 0 0.0% 78 96.3% 81 100.0%
合計 9 7.6% 0 0.0% 109 92.4% 118 100.0%

はい 協議中 いいえ 合計

都道府県 1 16.7% 0 0.0% 1 16.7% 4 66.7% 6 100.0%
保健所設置市（市区） 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 2 66.7% 3 100.0%
合計 2 22.2% 1 11.1% 1 11.1% 6 66.7% 9 100.0%

合計大学 病院 歯科衛生士会 その他

都道府県 5 13.5% 2 5.4% 30 81.1% 0 0.0% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 6 7.4% 0 0.0% 70 86.4% 5 6.2% 81 100.0%
合計 11 9.3% 2 1.7% 100 84.7% 5 4.2% 118 100.0%

はい 協議中 いいえ わからない 合計

都道府県 20 54.1% 2 5.4% 15 40.5% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 39 48.1% 12 14.8% 30 37.0% 81 100.0%
合計 59 50.0% 14 11.9% 45 38.1% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計
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問１５ 災害時の歯科保健医療支援を、他の地域（市町村の場合は県内他市町村、都道府県
の場合は都道府県外）から受けることを想定しての「受援」の体制を検討していますか？（〇
はひとつだけ） 

 
 
問１６ 歯科では「災害歯科保健医療連絡協議会」が、平常時の防災に関わり、災害時には
支援もしくは受援の中核を担う「日本災害歯科支援チーム」（ＪＤＡＴ; Japan Dental Alliance 
Team）を 2022 年 3 月に発足させました。このＪＤＡＴ発足について、ご存知でしたか？
（〇はひとつだけ） 

 
 
問１７ 災害時に住民の歯科保健医療支援を行う、貴自治体職員以外の歯科支援者（歯科医
師会など）との連携に関する確認の会議や協議などは、定期的に開催されていますか？（〇
はひとつだけ） 

 
 
問１８ 災害時に住民の歯科保健医療支援を行う貴自治体職員以外の歯科支援者（歯科医
師会など）に対する教育・研修を実施（予算措置を含む）していますか？（〇はひとつだけ） 

 
 
 
 

都道府県 10 27.0% 5 13.5% 22 59.5% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 16 20.0% 7 8.8% 57 71.3% 80 100.0%
合計 26 22.2% 12 10.3% 79 67.5% 117 100.0%
未回答 1

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 33 89.2% 4 10.8% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 51 63.0% 30 37.0% 81 100.0%
合計 84 71.2% 34 28.8% 118 100.0%

はい いいえ 合計

都道府県 9 24.3% 2 5.4% 26 70.3% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 27 33.3% 6 7.4% 48 59.3% 81 100.0%
合計 36 30.5% 8 6.8% 74 62.7% 118 100.0%

合計
はい（１年に１回

以上）
はい（数年に１回） いいえ

都道府県 8 21.6% 2 5.4% 27 73.0% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 7 8.6% 3 3.7% 71 87.7% 81 100.0%
合計 15 12.7% 5 4.2% 98 83.1% 118 100.0%

はい（１年に１回
以上）

はい（数年に１回） いいえ 合計
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問１９ 災害時の避難所設営において、被災者の歯科保健医療対策の視点は考慮されてい
ますか？（〇はひとつだけ） 

 
 
→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、どのような視点ですか？（〇はいくつでも） 

 
→「１ はい」、「２ 検討中」の場合は、新型コロナウイルス感染症などの感染症蔓延下にお
いても、上記の対応が考慮されるように対応されていますか？（〇はひとつだけ） 
 

 
 
問２０ 被災地域の住民全体に対する健康支援対策として、歯科専門職による相談対応な
どがオンラインでできる仕組みを検討していますか？（〇はひとつだけ） 

 

 
問２１ 災害時要配慮者に対する健康支援対策の中に、歯科保健の項目（口腔ケアの啓発や
実施など）が入っていますか？（〇はひとつだけ） 

 
 
問２２ 災害時の要配慮者に対する、避難所・福祉避難所・介護/福祉施設などにおける口
腔ケアの啓発や実施などの支援体制を整備していますか？（〇はひとつだけ） 

都道府県 20 57.1% 1 2.9% 14 40.0% 35 100.0%
保健所設置市（市区） 35 43.2% 8 9.9% 38 46.9% 81 100.0%
合計 55 47.4% 9 7.8% 52 44.8% 116 100.0%
未回答 2

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 13 61.9% 11 52.4% 3 14.3% 2 9.5% 7 33.3% 21 100.0%
保健所設置市（市区） 23 53.5% 31 72.1% 8 18.6% 6 14.0% 4 9.3% 43 100.0%
合計 36 56.3% 42 65.6% 11 17.2% 8 12.5% 11 17.2% 64 100.0%

考慮している視点

歯科巡回診療や歯科
医療救護所の設置

歯ブラシなど口腔ケ
ア物資の支援

うがい用の水の確保
歯みがきをする洗面所

の設置
その他 合計

都道府県 4 20.0% 6 30.0% 10 50.0% 20 100.0%
保健所設置市（市区） 17 38.6% 11 25.0% 16 36.4% 44 100.0%
合計 21 32.8% 17 26.6% 26 40.6% 64 100.0%

感染症蔓延下での対応
対応済 検討中 未対応 合計

都道府県 0 0.0% 1 2.7% 36 97.3% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 3 3.7% 1 1.2% 77 95.1% 81 100.0%
合計 3 2.5% 2 1.7% 113 95.8% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 15 40.5% 2 5.4% 20 54.1% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 17 21.5% 9 11.4% 53 67.1% 79 100.0%
合計 32 27.6% 11 9.5% 73 62.9% 116 100.0%
未回答 2

はい 検討中 いいえ 合計
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問２３ 災害時の要配慮者への対策の中に、摂食嚥下障害者への”「食べる」支援”対応が検
討されていますか？（※「食べる」支援とは、口腔ケア、咀嚼の確立、食形態の調整、嚥下
リハビリテーションなどを、多職種で包括的に支援する体制を示しています）（〇はひとつ
だけ） 

 
 
問２４ 災害時に歯科保健（口腔ケアなど）がおろそかになると、口腔感染症や誤嚥性肺炎
などの健康に影響が出る可能性があることも、災害時の健康維持対策の一環として、住民に
周知していますか？ 
（〇はひとつだけ） 

 

 
問２５ 住民に対し準備を啓発されている災害時の非常用持ち出し品の中に、歯ブラシや
歯磨剤などの口腔ケア用品は入っていますか？（〇はひとつだけ） 

 

都道府県 10 27.0% 2 5.4% 25 67.6% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 9 11.3% 10 12.5% 61 76.3% 80 100.0%
合計 19 16.2% 12 10.3% 86 73.5% 117 100.0%
未回答 1

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 7 18.9% 4 10.8% 26 70.3% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 8 10.0% 8 10.0% 64 80.0% 80 100.0%
合計 15 12.8% 12 10.3% 90 76.9% 117 100.0%
未回答 1

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 21 56.8% 3 8.1% 13 35.1% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 36 44.4% 8 9.9% 37 45.7% 81 100.0%
合計 57 48.3% 11 9.3% 50 42.4% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計

都道府県 26 70.3% 2 5.4% 9 24.3% 37 100.0%
保健所設置市（市区） 49 60.5% 8 9.9% 24 29.6% 81 100.0%
合計 75 63.6% 10 8.5% 33 28.0% 118 100.0%

はい 検討中 いいえ 合計
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 厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

令和４年度 分担研究報告書 

自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた研究 

 

「災害時の歯科保健医療支援活動推進のための活動指針」の作成に向けた検討 

 

研究代表者 中久木康一 東京医科歯科大学 大学院 医歯学総合研究科 非常勤講師 

研究協力者 柳澤 智仁 東京都西多摩保健所 歯科保健担当課長 

  堀江 博 奈良県 福祉医療部医療政策局 健康推進課 主任調整員 

安藤 雄一 国立保健医療科学院 生涯健康研究部 特任研究官 

森谷 俊樹 岩手県 二戸保健所長 

小玉 剛 日本歯科医師会 常務理事 

久保山裕子 日本歯科衛生士会 副会長 

 

研究要旨 

【目的】本研究においては、全国の自治体において災害時の歯科保健医療活動指針やマニュアルが作

成されるために必要な文書や資料などの情報を作成することを目的とした。 

【方法】まず、自治体における歯科保健医療体制の整備に係る行政歯科職などの有識者より、研究班

会議や検討会にて意見を収集して「自治体の災害時歯科保健医療活動マニュアル」の案を作成し、更

に研究班会議や検討会にて修正加筆を繰り返し、本研究における他の検討項目からの結果も踏まえ、

文書および資料を作成した。 

【結果】 自治体における災害時の歯科保健医療支援体制の整備には、自治体ごとの特性にあわせた

災害時における歯科保健医療体制に関する活動指針やマニュアルの作成が必要とされており、そのた

めにも、災害時の歯科保健医療支援の必要性の理解が自治体内で理解されることが必要と考えられ、

「自治体における災害時の歯科保健医療支援活動推進のための活動指針作成に向けた考え方」および

「説明資料「大規模災害時の歯科保健医療活動～口腔機能からの健康維持～」」を作成した。 

 

Ａ．研究目的 

 大規模災害時には、電気・水道・ガスなどの基本

インフラが失われ、衛生的な環境の整わない生活が

長期化することによる健康危機が懸念される。この

ため、歯科保健医療支援も必要となるが、その体制

が自治体の指針やマニュアルなどで定められてい

る地域は未だ少なく、今後も想定される大規模災害

時の健康危機管理の一端として、災害時の歯科保健

医療支援体の整備の推進は必須であると考えられ

る。 

 本研究においては、全国の自治体において災害時

の歯科保健医療活動指針やマニュアルが作成され

るために必要な情報を作成することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

まず、自治体における歯科保健医療体制の整備に

係る行政歯科職などの有識者より、研究班会議や検

討会にて意見をうかがい、「自治体の災害時歯科保

健医療活動マニュアル」の案を作成した。 

この案について、更に研究班会議や検討会にて、

災害に係る歯科以外の保健医療や体制づくりに係

る有識者からの意見をいただいて修正加筆を繰り

返し、本研究における他の検討項目からの結果も踏

まえ、「自治体における災害時の歯科保健医療支援

活動推進のための活動指針作成に向けた考え方」お

よび「説明資料「大規模災害時の歯科保健医療活動

～口腔機能からの健康維持～」」を作成した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究においては、インタビュー対象者の個人情報

は含まず侵襲を伴わないものであり，十分な倫理的

配慮のもとで実施した．  

 

Ｃ．研究結果 

１．災害時の歯科保健医療体制や、その活動を推進

するための指針の作成に関する意見の収集 
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 下記の機会において、有識者より意見をいただい

た。それぞれの開催日時、場所（形式）、参加者（所

属、資格、人数）は下記のとおりであった。 

 令和 4年 7月 6日（オンライン） 

行政歯科職（3名（うち保健所長 1名））、研究教

育職（歯科医師 4名）、日本歯科医師会（歯科医

師 2名）、日本歯科衛生士会（歯科衛生士 1名）、

ほか 

 令和 4年 8月 6日（大阪） 

研究教育職（歯科医師 1名）、都道府県歯科医師

会（歯科医師 8名） 

 令和 4年 10月 8日（甲府） 

行政歯科職（5 名）、行政職（医師・保健所長 1

名）、研究教育職（歯科医師 4名、保健師 1名）、

日本歯科医師会（歯科医師 1名）、ほか 

 令和 4年 11月 19日（市ヶ谷） 

行政歯科職（3名）、研究教育職（歯科医師 1名、

歯科衛生士 1名）、都道府県歯科医師会（歯科医

師 8名） 

 令和 4年 12月 17日（市ヶ谷） 

行政歯科職（3名）、研究教育職（歯科医師 1名、

歯科衛生士 1名）、都道府県歯科医師会（歯科医

師 4名）、日本歯科衛生士会（歯科衛生士 1名）、

都道府県歯科衛生士会（歯科衛生士 1名） 

 令和 5年 1月 26日（オンライン） 

行政歯科職（6名（うち保健所長 2名））、研究教

育職（歯科医師 4名）、日本歯科医師会（歯科医

師 1名）、日本歯科衛生士会（歯科衛生士 1名）、

ほか 

 令和 5年 3月 10日（盛岡） 

 行政歯科職（1名、保健所長）、研究教育職（歯科

医師 2名、保健師 1名、管理栄養士 1名、言語聴覚

士 1名、システム開発 1名）、都道府県歯科医師会

1名 

２．災害時の歯科保健医療活動指針作成に向けた参

考資料の作成 

 過去の歯科保健医療以外の分野から発出されて

いる災害時の保健医療活動指針やマニュアルなど

を参考に、自治体における災害時の歯科保健医療支

援活動推進のための活動指針作成に向けた「自治体

の災害時歯科保健医療活動マニュアル」の案を作成

し、令和 4年 10月より提示して検討した。有識者

よりの意見を踏まえて継続的に修正加筆を繰り返

し、令和 5年 1月 26日の検討にて「自治体におけ

る災害時の歯科保健医療支援活動推進のための活

動指針作成に向けた考え方」としてまとめることと

なり、再整理して作成した。 

３．災害時の歯科保健医療活動の必要性や体制の説

明資料の作成 

 検討を進めるにあたり、指針やマニュアルの作成

の前に、災害時の歯科保健医療の必要性や体制の理

解を自治体内にて促進する必要性が指摘され、令和

4年 12月より「説明資料」（案）を提示してあわせ

て意見を求め、修正加筆を繰り返して作成した。 

 

Ｄ．考察 

 本研究においては、当初「自治体における活動指

針の作成」を推進できる「自治体の災害時歯科保健

医療活動マニュアル」の作成を目標としていたが、

災害対策は災害対策基本法に基づいて各自治体に

おいて作成している地域防災計画によるところが

大きく、また、自治体により歯科専門職の本庁や保

健所等への配置に違いがあるため、「活動マニュア

ル」として提示することはむしろ混乱を招く可能性

を考え、「活動指針作成に向けた考え方」として提

示し、各自治体においての活動指針の作成を促進す

ることとした。 

また、各自治体において活動指針を作成するため

には、まずは各自治体において災害時の歯科保健医

療活動の必要性への理解をしていただく必要があ

り、そのための説明資料の作成を追加した。 

 

Ｅ．結論 

 自治体における災害時の歯科保健医療支援体制

の整備には、自治体ごとの特性にあわせた災害時に

おける歯科保健医療体制に関する活動指針やマニ

ュアルの作成が必要とされており、そのためにも、

災害時の歯科保健医療支援の必要性の理解が自治

体内で理解されることが必要と考えられた。 

これらおよび本研究班における他の検討も踏ま

え、「自治体における災害時の歯科保健医療支援活

動推進のための活動指針作成に向けた考え方」およ

び「説明資料「大規模災害時の歯科保健医療活動～

口腔機能からの健康維持～」」を作成した。 

 

謝辞 
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災害時の歯科保健医療支援にかかわる歯科専門職

の皆様、および、自治体の災害時の保健医療支援に

かかわる皆様に，心より感謝申し上げます． 



 

29 

 

 

参考文献 

1) 中久木康一，有川量崇，田口千恵子，小椋正之，

那須郁夫，寺岡加代、都道府県における大規模災

害時の歯科保健医療体制の整備状況，ヘルスサ

イエンス・ヘルスケア，13(2)，67-75，2013年

12月，http://www.fihs.org/health.html 

2) 中久木康一，歯科における東日本大震災後の災

害時保健医療体制の整備，日本集団災害医学会

誌，2016，21（1）：83－90，2016年 6月 

3) 自治体の災害時精神保健医療福祉活動マニュ

アル_ショートバージョン （2022-02-01），

https://www.dpat.jp/images/Document/Docu

ment_Pmi6mA5fEj85QBhW_1.pdf 

4) 自治体の災害時精神保健医療福祉活動マニュ

アル_ロングバージョン （2022-02-01），

https://www.dpat.jp/images/Document/Docu

ment_XxNHsesXBMVBpdsy_1.pdf 

5) 大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制

の整備について，厚生労働省，令和４年７月

22日，

https://www.mhlw.go.jp/content/000967738

.pdf 

6) 災害時の保健活動推進マニュアル （地域保

健総合推進事業），全国保健師町会，2020年

3月 

7) JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災

害歯科支援チーム）活動要領，日本歯科医師

会・日本災害歯科保健医療連絡協議会，2022

年 10月 

8) 災害歯科保健活動 歯科衛生士実践マニュア

ル，日本歯科衛生士会，2022年 10月 

9) 愛媛県 災害時保健衛生活動マニュアル～歯

科口腔保健編～，平成 29年 12月（修正令和

5年 3月），

https://www.pref.ehime.jp/h25500/shika/d

ocuments/202303.pdf 

10) 北海道 災害時の歯科保健医療活動～道立保

健所歯科専門職のための手引き～，2020年 2

月 

11) 災害時の歯科保健医療対策 連携と標準化に

向けて，一世出版前，2015年 6月 

12) 災害歯科医学，医歯薬出版， 2018年 2月 

13) 災害歯科保健医療標準テキスト，一世出版，

2021年 12月 

 

知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.fihs.org/health.html
https://www.dpat.jp/images/Document/Document_Pmi6mA5fEj85QBhW_1.pdf
https://www.dpat.jp/images/Document/Document_Pmi6mA5fEj85QBhW_1.pdf
https://www.dpat.jp/images/Document/Document_XxNHsesXBMVBpdsy_1.pdf
https://www.dpat.jp/images/Document/Document_XxNHsesXBMVBpdsy_1.pdf
https://www.pref.ehime.jp/h25500/shika/documents/202303.pdf
https://www.pref.ehime.jp/h25500/shika/documents/202303.pdf


30 

 

自治体における災害時の歯科保健医療支援活動推進のための 

活動指針作成に向けた考え方 
 

令和 5 年（2023 年）3 月版 

 

■ 災害時の歯科保健医療支援活動の必要性 

災害時には歯科医療機関も通常通りの対応はできず、生活環境が整わない避難生活による

歯や口の健康被害も生じます。 

通常の歯科医療提供体制が回復するまでの間の応急歯科診療活動とともに、特に避難生活

が困難と考えられる災害時要配慮者の方々に対する口腔ケアやその啓発による歯科保健活動

を行い、被災地域で生活される方々の健康管理を行うことが必要とされます。 

 

■ 災害時の歯科保健医療支援活動における自治体の役割 

 自治体においては、平時より住民に対する歯科を含めた保健医療サービスを提供しており、災

害時であろうとも継続できる体制を構築していく必要があります。 

大規模災害時には、被災により自治体機能も低下しますが、住民からの要望は急増するとい

うミスマッチが生じます。このため、必要時は自治体外から派遣の保健医療福祉チームも含めて

の、地域保健医療福祉支援活動が行われます。自治体は、歯科保健医療支援活動においても、

自治体内外の歯科支援チームを管理・活用し、平時同様に住民に保健医療サービスを提供し続

けます。 

 

■ 目的 

 本「自治体における災害時の歯科保健医療支援活動推進のための活動指針作成に向けた考

え方」は、自然災害発生後の整わない生活環境においても、避難所・福祉避難所生活者のみな

らず、被災地域で生活する全ての住民の口腔衛生を守り全身の健康を守るために、どの時期（フ

ェーズ）にどのような歯科保健医療活動が必要となるかの概要を、理解しやすく提示することを目

的としています。災害後の時間経過にあわせて、都道府県、保健所、市町村ごとに実施すべき歯

科保健医療活動の要点も掲載しました。 

 

■ 災害で生じる歯科保健医療の問題 

 自然災害においては、多くのインフラが影響を受けます。大規模災害時には、上下水道の復旧

には、1 カ月程度の期間がかかることも予想されます。また、家屋の損壊や流出により避難所な

どでの避難生活を送る場合がありますが、応急仮設住宅の設置までは早くても 1 カ月程度はか

かり、東日本大震災においては半年程度を要しました。 

 そのような環境下においては、食事を含めた生活リズムが不安定となり、口腔清掃用具や環境

が整わないこともあって口腔ケアが不備になりやすく、脱水からの唾液分泌量も低下し、口腔内

細菌が増加し、口腔衛生が悪化します。これにより、口腔感染症（歯周病の急性化、智歯周囲炎、

口内炎など）やう蝕リスクの増加が懸念されます。 
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更に、高齢者や障害者などの災害時要配慮者においては、脱水からの口腔乾燥症の悪化、

食形態の不適からの食事摂取量の低下、運動や栄養の不足からの口腔機能の低下、そして、口

腔カンジダ症などの日和見感染が起きやすく、結果として、大規模災害時の災害関連死のおお

よそ 30％を占める誤嚥性肺炎の発症を招きやすくなります（図１）。 

 

 

図１：災害時に誤嚥性肺炎が発症しやすくなる理由 

（平成 31 年度～令和 4 年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）災害時要配慮者に対

する多職種が連携した「食べる支援」体制の構築） 

http://jsdphd.umin.jp/pdf/19K10420.nkkk.4p.pdf 

 

■ 災害時の歯科保健医療活動とその目的 

それぞれの対象のライフステージにあわせてニーズを把握し、歯科保健活動が行われること

により、二次被害とも言える歯科疾患や細菌感染症を予防することは、医療の必要性を減じるた

めにも重要となります。 

具体的には、被災地域における歯科医療を継続して提供できる体制を確保するため、歯科診

療所などの歯科医療提供拠点の早期回復に努め、必要に応じて仮設歯科診療所の設置や避難

所巡回歯科診療事業の展開を検討します。 

また、避難所・福祉避難所、および地域在住の災害時要配慮者に対する、口腔衛生管理の啓

発・支援という歯科保健活動を行うことにより、口腔感染症および誤嚥性肺炎の予防、および口

腔機能の低下を予防します。 

 ライフステージごとの歯科保健医療活動のポイントは、＜参考資料１＞をご参照ください 

＜参考資料１＞ 図「歯科保健活動のポイント」 

（全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」より） 

http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf 
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■ 保健医療における災害時期（フェーズ）ごとの、ニーズと対応 

 全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」における保健医療における災害時期（フ

ェーズ）は、下記の表１のように提示されています。 

 

フェーズ 時期 

0 初動体制の確立 （概ね災害発生後 24時間以内） 

1 緊急対策－生命・安全の確保－ （概ね災害発生後 72時間以内） 

2 応急対策－生活の安定－ （避難所対策が中心の時期） 

3 応急対策－生活の安定－ （避難所から概ね仮設住宅入居までの期間） 

4 復旧・復興対策期－人生の再建・地域の再建－ 

 （仮設住宅対策や新しいコミュニティづくりが中心の時期） 

5 復興支援期 

表１： 保健医療における災害時期（フェーズ） 

（全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」） 

http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf 

 

この中で、フェーズ１における保健ニーズとして「歯科・歯科口腔衛生」など、フェーズ２におけ

る保健ニーズとして「食生活・栄養の偏り」「生活不活発病」などの記載があり、フェーズ２の活動

団体として、保健師等チームとともに、JDAT（日本災害歯科支援チーム）、JDA-DAT（日本栄養

士会災害支援チーム）、JRAT（大規模災害リハビリテーションチーム）が記載されています。 

 

「歯科・歯科口腔衛生」のニーズとしては、下記の図２に示すようなものが想定され、それに対

応しての歯科保健医療支援活動が必要とされます。 

 

図２： 災害時の歯科保健医療のチェックポイント 

http://jsdphd.umin.jp/pdf/22IA2006.nkkk.slide.8p.pdf 
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 必要なチェック項目は、次の図３のように整理されていますので、ご参照ください。 

 
図３：歯科保健・医療対策のチェック項目と症状 

（全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」） 

http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf 

 

ニーズの把握においては、医療ニーズと保健ニーズのそれぞれを評価して対策を組むことが

必要となります。大規模災害においては、多組織また広域で共同する活動となるために共通の

書式が必要とされ、平成 28 年熊本地震以降は共通書式である「施設·避難所等 歯科口腔保健 

ラピッドアセスメント票（集団・迅速）」が活用されています。自治体内に設置された避難所等全体

の状況を俯瞰的に把握したうえで、医療と保健それぞれの対応優先度を評価して活動方針に反

映していきます。書式の詳細は、＜参考資料２＞をご参照ください。 

＜参考資料２＞ 災害歯科保健活動に使用する各種様式 

また、ニーズは、地域のインフラ（電気・水道・ガス）の回復とともに、常に変化し続けます。初

期の活動においては、応急歯科診療とともに、口腔衛生用品の物資支援や口腔ケアの啓発、更

には災害時要配慮者に対する口腔ケア支援が行われます。フェーズが移行するとともに、口腔

機能の維持とともに、食形態や栄養バランスの調整までの視点を持った、歯科保健活動が必要

とされます。また、新たな居住環境においての、通院手段や医療費、さらには心理面におけるサ

ポートも必要となるかもしれません。 

フェーズごとの住民からのニーズ、および歯科的課題については、＜参考資料３＞をご参照く

ださい。 

＜参考資料３＞ 表「歯科保健におけるフェーズ分類と歯科的問題点」 

（全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」より） 

http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf 

 

また、フェーズごとの歯科の支援内容については、次ページの図４をご参照ください。 
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図４：大規模災害時の歯科の支援 

（平成 31 年度～令和 4 年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）災害時要配慮者に対

する多職種が連携した「食べる支援」体制の構築） 

http://jsdphd.umin.jp/pdf/19K10420.nkkk.4p.pdf 

 

地域の歯科関係組織の協力を得てもニーズへの対応が困難な場合、もしくは、ニーズを把握

していくことすら困難な場合は、一時的に外部の歯科関係組織からの支援を受け入れて活用す

ることも検討します。外部支援は、あくまでも地域支援を一時的に増幅するためのものであると捉

え、地域の歯科関係者との連携・情報共有のもとに活動いただき、活動終了後は地域歯科保健

医療体制の中に引き継いでいくことが肝要となります（図５）。 

図５：被災後の時間経過と地域歯科支援の推移 

http://jsdphd.umin.jp/pdf/22IA2006.nkkk.slide.8p.pdf 

 

各組織（都道府県主管課・保健所・市町村）のフェーズごとの対応については、関係機関と事

前に調整し、活動内容を決めておくことが重要です。避難所等における各フェーズに応じた口腔

ケア活動を＜参考資料４＞のように整理している都道府県もありますので、参考にしてください。 
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＜参考資料４＞ 避難所等における各フェーズに応じた口腔ケア支援活動 

愛媛県 災害時保健衛生活動マニュアル～歯科口腔保健編～，平成 29 年 12 月（修正令和 5 年 3

月） https://www.pref.ehime.jp/h25500/shika/documents/202303.pdf 

 

 

■ 自治体における災害時歯科の役割 

 

 都道府県、保健所、市町村は、所属の保健医療福祉調整本部などの体制を把握し、支援にあ

たる歯科関係組織とともに連携しながら、災害時においても地域歯科保健医療の提供体制が維

持されるように、歯科保健医療支援体制を構築します。 

体制に基づき、歯科保健医療関係機関との協定を締結し、研修・啓発を行うとともに、災害時

に活動が必要とされた場合に依頼します。 

 

1 平時における災害時歯科保健医療体制の整備について 

 

(１） 災害時歯科保健医療体制の整備と、災害時歯科保健医療活動の総合調整をする者（災害

歯科コーディネーター）の配置 

自治体においては、迅速な評価・支援を行うために、災害時の歯科保健医療支援に関して歯

科関係機関との役割の確認や情報共有等の連携を密にし、担当部署・担当者を明確にしておく

ことが必要とされます。 

 都道府県は、管轄市町村において大規模災害が生じることを念頭に、都道府県庁に設置され

る保健医療福祉調整本部において、歯科保健医療に関する情報を把握・管理し、外部からの

歯科支援チームも含めて総合調整する者（災害歯科コーディネーター）を明確にしておきます。

保健所や市町村においては、保健医療福祉調整会議に召集し、市町村における支援活動を総

合調整する者（災害歯科コーディネーター）を明確にしておきます。行政機関において総合調整

を行う者（災害歯科コーディネーター）を定めることが困難な場合には、歯科関係機関に協力を

求める方法もあります。 

また、口腔保健支援センターを設置している自治体は、口腔保健支援センターの職員が積極

的に関われるように体制を整備します。 

 

(２） 災害時歯科保健医療活動に係る計画、マニュアル、協定等の整備  

① 地域防災計画、医療計画等に係る災害時歯科保健医療活動の整備 

都道府県および市町村は、災害支援活動を規定する文書内に、災害時歯科保健医療

活動の必要性や概要を記載しておきます。 

②  災害時歯科保健医療活動に係るマニュアル等の整備  

都道府県は、保健医療福祉調整本部において、歯科保健医療に関する情報を迅速に

収集・評価して総合調整を行うべく、また、保健所・市町村における災害時歯科保健医療

活動が円滑に行われるための人的・物的支援の調整を行うべく、活動マニュアル等を整

備します。 
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市町村においては、避難所を管理するとともに、災害時要配慮者の.現状を把握し、災

害時に口腔衛生用品も含めて支援物資を確保・整備できるように配慮し、関係歯科組織

とともに、その活動マニュアル等を整備します。 

保健所においては、保健所内における歯科保健医療活動への協力体制を整備し、市

町村における災害時要配慮者の情報を共有しておくとともに、災害時の口腔衛生用品や

関係マニュアル等を確認し、市町村との連携体制を構築します。 

③  災害時歯科保健医療活動に係る関係機関との協定の締結 

自治体は、歯科医師会・歯科衛生士会・歯科技工士会、歯科専門職医育機関、病院歯

科、歯科商工協会などと連携して災害時歯科保健医療活動にあたるべく、協議をします。

可能であれば、災害時歯科保健医療を検討する協議会（災害歯科保健医療連絡協議会

等）を組織し、継続的な協議を通じて準備を進めます。 

協議した災害時歯科保健医療活動を実施するために、関係機関との協定を締結し、定

期的に見直します。協定内には、被災住民に対する歯科保健活動に関する記載も含まれ

ていることが好ましいと考えます。 

さらに、各機関への迅速な連絡先を複数手段にてリストアップして整備します。 

 

(３） 災害時歯科保健医療に係る研修及び訓練の実施 

自治体は、関係機関と連携し、歯科保健医療支援活動に対応できる人材の確保及び資質向

上のための専門的な研修の充実を図ります。 

また、保健所、市町村職員を対象とした研修会等を通じて、災害時に歯科保健医療支援活

動の必要性の理解を促進・啓発し、関係マニュアル等の周知を行います。 

 

(４） 災害時の保健医療福祉に係る会議への参画  

 自治体は、災害時の保健医療福祉に関わる会議を開催する際には、災害時の歯科保健医療

支援活動を総合調整する者（災害歯科コーディネーター）や、活動に関わる関係機関の代表者を

招集します。 

 

(５） 災害時のロ腔衛生に係る普及啓発 

 自治体は、住民に対して、災害時の口腔衛生に関わる普及啓発を推進します。 

✓ 災害時における歯と口腔の健康保持の重要性について 

✓ 災害発生時に備えて、非常時持出袋への歯ブラシ等の備えについて 

✓ 要配慮者のいる家庭に対する備えの必要性について 
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2 災害時における歯科保健医療活動の実施について 

 

(１） 災害時の歯科保健医療体制に係る情報の収集及び連携  

① 保健医療福祉調整本部及び保健医療福祉調整地域本部への参画  

自治体は、災害発生後に保健医療福祉調整会議の開催にあたって、災害時の歯科保

健医療支援活動を総合調整する者（災害歯科コーディネーター）を招集します。 

口腔保健支援センターを設置している自治体は、口腔保健支援センター職員の積極的

な関与を求めます。 

② 歯科医療機関の被災状況、被災者の歯科保健医療ニーズ等の整理及び分析、情報連

携等の総合調整  

都道府県においては、歯科保健医療に関する情報を把握・分析と、外部からの歯科支

援チームも含めた総合調整を行います。保健所・市町村においては、市町村における歯

科医療施設の被災状況の確認、および、避難所などにおける歯科保健の環境整備状況

などの情報の収集と管理、および支援活動の総合調整を行います。 

 

(２） 災害時歯科保健医療活動の実施  

① 災害時歯科保健医療チームの派遣調整  

歯科保健医療支援が必要と評価された際には、「災害時の歯科医療救護活動に関す

る協定書」等に基づき、支援にあたる歯科関係機関と調整し、派遣調整を行います。 

この円滑な連携・調整にあたっては、行政の歯科専門職が自治体側の担当を担うこと

が望ましいと考えられ、都道府県本庁や保健所の歯科保健の所管部署に歯科専門職の

配置が無い場合は、歯科医師会や大学歯学部が連携・調整に関与することが期待されま

す。また、自治体に歯科専門職が配置されていても保健所管部署のみの配置である場合

は、医療所管部署における歯科医療の管理や評価に関しても、部署を超えて関与できる

ことが期待されます。 

なお、自治体に歯科専門職が配置されていたとしても、災害時の業務量が膨大であっ

たり、災害業務への対応経験がなかったりして対応が困難になった場合などにおいては、

同一県内の行政の歯科専門職による応援を受けられる体制も検討します。 

② 災害時歯科保健医療チームの活動 

歯科保健医療チームは、歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士などで構成され、必要が

あれば歯科医療救護所における応急歯科診療対応を行います。また、避難所等における

歯科保健活動を行い、住民、特に災害時要配慮者における口腔衛生の管理、口腔機能

の維持を推進し、口腔疾患や口腔感染症からの健康被害を予防します。 

歯科保健活動時の掲示物などについては、＜参考資料５＞をご参照ください。 

＜参考資料５＞ 避難所等における口腔ケア啓発用資料（日本歯科衛生士会） 

③ 災害時歯科保健医療活動に関する記録・報告、情報連携  

活動においては、地域全体の避難所等における歯科受療ニーズや生活環境からの口

腔健康リスクを評価します。ニーズやリスクは被災状況や復旧状況により変わるため、地

域や時期により、活動方針は随時調整します。 

これらの評価や活動は、全て適切に記録し、保健医療調整会議にて情報共有し、必要
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時の問い合わせや、活動後の総括に活用できるように、管理します。 

歯科保健医療支援活動における各種共通書式については、＜参考資料２＞をご参照く

ださい。 

＜参考資料２＞ 災害歯科保健活動に使用する各種様式 

 

④ 災害時歯科保健医療活動に係る受援（図６） 

都道府県において災害支援の体制を整えても人的資源が不足する場合には、保健医

療福祉調整本部から都道府県知事を通じて厚生労働省へ、JDAT（日本歯科支援チーム，

Japan Dental Alliance Team）の派遣要請を検討します。地域調整本部から県調整本部、

県調整本部から厚労省へＪＤＡＴの派遣要請が円滑に進むよう、調整を図ります。 

あわせて、都道府県歯科医師会から日本歯科医師会への情報共有等がなされるよう

連携を図ります。都道府県歯科医師会は日本歯科医師会に連絡し、都道府県外からの

JDATの派遣を受けるための受援体制を整えます。 

これらの調整は、随時に支援活動を総合調整する者（災害歯科コーディネーター）と情

報共有します。 

JDATに関しては、下記をご参照ください。 

➢ JDAT（日本災害歯科支援チーム，Japan Dental Alliance Team） 

JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）は、災害発生後おお

むね 72 時間以降に地域歯科保健医療専門職により行われる、緊急災害歯科医療や避

難所等における口腔衛生を中心とした公衆衛生活動を支援することを通じて被災者の

健康を守り、地域歯科医療の復旧を支援すること等を目的としている。 

大規模災害時には、公益社団法人日本歯科医師会が基幹事務局となり組織する日

本災害歯科保健医療連絡協議会として、被災地域の都道府県の派遣要請を踏まえた厚

生労働省からの要請に基づき JDAT を派遣し、被災地域に人的支援や物資の支援等を

行う。 

（参考）JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム活動要領 2022 年

10 月（第 1 版） https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/pdf/JDAT_v01.pdf 

➢ 日本歯科保健医療連絡協議会 

大規模災害時の急性期から慢性期に至るまで、被災地域の避難所・仮設住宅、被災

者等に対する歯科医療救護や歯科保健活動などの支援活動を迅速に効率よく、継続的

に行うべく、様々な歯科関係職が連携し、歯科関係団体同士の連携や災害対応に関す

る認識の共通化を図るとともに、各歯科団体独自の行動計画等の情報集約や共有を促

し、有事に際して国や都道府県との連携調整・協議を行うために、2015 年度に設立され

た組織。 

（参考）日本災害歯科保健医療連絡協議会規則 

https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/pdf/Disaster_Liaison_Council_Behavioral_Rule_

20220810.pdf 

（参考）災害歯科保健医療連絡協議会 行動指針 

https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/pdf/Disaster_Liaison_Council_Behavioral_guidel

ines.pdf?202102 
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図６：大規模災害時の歯科保健医療活動時の人的支援調整体制 

（JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）活動要領） 

https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/pdf/JDAT_v01.pdf 

 

④ 災害時歯科保健活動への移行 

 災害時のニーズは、時期（フェーズ）とともに変化していきます。初期は、応急歯科診療、

要配慮者への口腔ケア、および生活衛生環境整備が中心ですが、時間とともに口腔衛生

の管理および口腔機能の維持への啓発という保健活動に移行していきます。この時期（フ

ェーズ）ごとに変化していく集団および個別のニーズを評価し把握しながら、歯科以外の

保健医療活動との連携のもとに、歯科保健医療活動を総合調整する者（災害歯科コーデ

ィネーター）を中心に活動内容を移行させていきます。 

避難所対策が中心の時期においては、外部からの歯科支援チームを積極的に活用し

ますが、応急仮設住宅や災害公営住宅に移行するとともに、地域の歯科関係機関と連携

した個別の口腔ケア活動へと移行し、復興後の地域包括ケア活動の一部としていきます。 

 

(３） 災害時歯科保健医療活動における他の保健医療活動チームとの連携  

災害時の歯科保健医療活動は、自治体のマネジメント下で実施されます。効率的に支

援するには、歯科以外の保健医療活動チームとの連携が重要となります。口腔衛生の管
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理や口腔機能の維持において、体調の管理、水分や栄養の摂取、および、運動との関係

は深く、「食べる」機能を支えるための多職種連携が必要とされます。 

歯科保健医療活動において連携すべき保健医療活動チームについては、＜参考資料

６＞をご参照ください。 

＜参考資料６＞ 災害時歯科保健医療活動において連携すべき保健医療活動チーム 

 

これら災害時における歯科保健医療活動に係る調整の概要を、フェーズおよび組織ごとに図７

にまとめていますので、ご参照ください。 
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派
遣
要
請
）

二 ー ズ ・ 物 資連 携 活 動

二 ー ズ

物 資

連 携 活 動

都
道
府
県

主
管
課

保
健
所

市
町
村

二 ー ズ

物 資

連 携 活 動

・仮
設
住
宅
等
に
お
け
る
歯
科
ニ
ー
ズ
の
把
握
、

支
援
体
制
の
検
討

災
害
時
歯
科
保
健
医
療
活
動
に
係
る
調
整
の
概
要

（
現
地
調
整
本
部
が
必
要
と
す
る
場
合
の
歯
科
専
門
職
の
派
遣
要
請
）

図７： 災害時歯科保健医療活動に係る調整の概要
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災歯2-1

避難所等の

立地する

市町村名

評価年月日 避難所等の

曜日 責任者氏名

時間 連絡先

a うち乳幼児（就学前） （約          人or％）, 不明

その b うち妊婦 （約          人or％）, 不明

内訳 c うち高齢者（75歳以上） （約          人or％）, 不明

d うち障がい児者・要介護者 （約          人or％）, 不明

記載者

氏名・所属

職種

記載者

連絡先

（携帯電話等）

項目 評価 評価基準（参考）

1あり,     2なし,     9不明

b 巡回歯科チームの訪問 1-① あり（定期的）, 1-② あり（不定期）

2なし                  , 9不明

特記事項

a 歯磨き用の水 1充足,  2不足＊,  9不明
＊（具体的に：                                         ）

b 歯磨き等の場所 1充足,  2不足＊,  9不明
＊（具体的に：                                         ）

特記事項

a-1 歯ブラシ（成人用） 1充足, 2不足（約              人分）, 9不明

a-2 歯ブラシ（乳幼児用） 1充足, 2不足（約              人分）, 3不要, 9不明

b　　歯磨き剤 1充足, 2不足（約              人分）, 9不明

c　　うがい用コップ 1充足, 2不足（約              人分）, 9不明

d　　義歯洗浄剤 1充足, 2不足（約              人分）, 3不要, 9不明

e　　義歯ケース 1充足, 2不足（約              人分）, 3不要, 9不明

特記事項

a 歯磨き 1していそう, 2ほぼしていなそう, 9不明

b 義歯清掃 1していそう, 2ほぼしていなそう, 9不明

c 乳幼児の介助 1していそう, 2ほぼしていなそう, 3不要, 9不明

d 障がい児者・要介護者 1していそう, 2ほぼしていなそう, 3不要, 9不明

   の介助

特記事項

※  重なる場合は複数の項目に含めてください

a 痛みがある者 1いる（約               人）, 2いない, 9不明

b 義歯紛失や義歯破折 1いる（約               人）, 2いない, 9不明

c 食事等で不自由な者 1いる（約               人）, 2いない, 9不明

（咀嚼や嚥下の機能低下等による）

特記事項

その他の問題 例）歯科保健医療に関するそ

の他の事項、避難所のインフ

ラ・衛生状況等に関する事

項、医師や保健師等の他チー

ムに伝達すべき事項

※ 実施した方法をすべてチェック☑する

□ 避難者等からの聞き取り

AM/PM　　　　時　　　　分ごろ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 責任者等からの聞き取り

氏名：　　　　　　　　　　　　所属：

職種：１歯科医師   ２歯科衛生士   ３その他（                      ）

確認項目（※確認できれば数値や具体的内容を記載）

a 受診可能な近隣の歯科診療所・歯科救護所・仮設歯科診療所等

◎

〇

△

×

－

◎

〇

△

×

－

うがい水and/or洗面

所：

◎不自由ない、〇おおむ

ねあるが制限はある、△

特定の用途にのみ、また

は短時間使える状況であ

る、×ない・使えない

◎

〇

△

×

－

歯ブラシ（成人・乳幼

児）、歯みがき、コップ、

義歯ケース・洗浄剤：

◎90％以上が確保、〇

 70〜90％、△40〜

70％、×40％以下、－

不明（避難者数に対す

る割合）

◎

〇

△

×

－

歯や義歯の清掃、乳幼

児・障害・要介護者の介

護：◎90％以上が確

保、〇70〜90％、△40

〜70％、×40％以下、

－不明（避難者数に対

する割合）

痛みあり、義歯問題、食

事不自由：

◎90％以上が問題な

し、〇70〜90％、△40

〜70％、×40％以下、

－不明（避難者数に対

する割合）

（                    人程度）

□ 現場の観察

□ 支援活動等を通じて把握

※ 書ききれない情報や関連情報は、特記事項欄に記入してください。

情報収集法

（１）

歯科保健医療

の確保

（２）

口腔清掃

等の環境

（３）

口腔清掃用具

等の確保

※ 主観的におおまかに

（４）

 口腔清掃や

介助等の状況

全体状況

※ 主観的におおまかに

（５）

歯や口の訴え

義歯の問題

食事等の問題

◎

〇

△

×

－

歯科医療の受療機会：

◎ほぼいつでも可能、〇

３日に1回は可能、△週

に1回以下・困難、×不

可能、－不明

　　（　　　　　　　　　県　・　　　　　　　　　県歯科医師会　・　　　　　　　　　県歯科衛生士会）

 標準Ver4.0(20200206)

施設・避難所等  歯科⼝腔保健  ラピッドアセスメント票（集団・迅速）       ⽇本歯科医師会統⼀版

避難者等の人数
(夜間を含む、本部に登

録されている人数） （役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　）

□ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　）

避難所等の

名称

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日（　　　　）

評価時に在所して

いた避難者等数
だいたい　　　　　人くらい（概数）

　　　　人（        月        日現在）
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評価年月日

曜日

時間 （ ）
※ 実施した方法をすべてチェック☑する

□ 責任者等からの聞き取り

（役職・氏名：　　　　　　　　　　）

a うち乳幼児（就学前）　　　　（約　　　人or％）, 不明 □ 避難者等からの聞き取り

その b うち妊婦　　　　　　　　　　（約　　　人or％）, 不明 情報収集法 （　　　　　　人程度）

内訳 c うち高齢者（75歳以上）　  　（約　　　人or％）, 不明 □ 現場の観察

d うち障がい児者・要介護者　　（約　　　人or％）, 不明 □ 支援活動等を通じて把握

評価時に在所して □ その他 （　　　　　　　　　　　）

いた避難者等数

記載者 氏名： 所属： 記載者

氏名・所属 連絡先

職種 職種： (携帯電話等)

項目 評価基準（参考） 評価

（１）

歯科保健医療

の確保

（２）

口腔清掃

等の環境

（３）

口腔清掃用具

等の確保

（４）

口腔清掃や

介助等の状況
全体状況

※　重なる場合は複数の項目に含めてください
（５） a 痛みがある者　　　（約　 　　　人）

b 義⻭紛失や義⻭破折（約　 　　　　　⼈）
歯や口の訴え c 食事等で不自由な者（約　 　　　人）

義歯の問題 　（咀嚼や嚥下の機能低下等による）

食事等の問題 その他︓

その他の問題

※ 書ききれない情報や関連情報は、特記事項欄に記入してください。 標準　Ver4.0（20200206）
（　　　　　　県　・　　　　　　県歯科医師会　・　　　　　　県歯科衛生士会）

例）歯科保健医療に関するその他の事
項、避難所のインフラ・衛生状況等に
関する事項、医師や保健師等の他チー
ムに伝達すべき事項

うがい⽔and/or洗⾯所︓

◎　不⾃由ない、
〇　おおむねあるが制限はある、
△　特定の用途にのみ、または
　　短時間使える状況である、
×　ない・使えない
－　不明
⻭ブラシ（成⼈・乳幼児）、⻭みがき、
コップ、義⻭ケース・洗浄剤︓（避難者
数に対する割合）

◎　90％以上が確保、
〇　70〜90％が確保、
△　40〜70％が確保、
×　40％以下のみ確保、
－　不明
⻭や義⻭の清掃、乳幼児・障害・要介
護者の介護︓（避難者数に対する割
合）
◎　90％以上が確保、
〇　70〜90％が確保、
△　40〜70％が確保、
×　40％以下のみ確保、
－　不明
痛みあり、義⻭問題、⾷事不⾃由︓
（避難者数に対する割合）

◎　90％以上が問題なし、
〇　70〜90％が確保、
△　40〜70％が確保、
×　40％以下のみ確保、
－　不明

◎

〇

△

×

－

◎

〇

△

×

－

◎

〇

△

×

－

⻭科医療の受療機会︓

◎　ほぼいつでも可能、
〇　３日に1回は可能、
△　週に1回以下・困難、
×　不可能、
－　不明

◎

〇

△

×

－

施設・避難所等　⻭科⼝腔保健　ラピッドアセスメント票（集団・迅速）　他職種　Ver4

歯ブラシ（成人用・小児用・乳幼児用）、歯磨き
剤、うがい用コップ、義歯洗浄剤、義歯ケースなど
の問題点・必要物資など：

歯磨きや義歯の清掃に問題があればその理由。乳幼
児や障害児者・要介護者で口腔ケア介助の問題点・
必要性など：

歯磨き用の水、歯磨き等の場所などの問題点・必要
物資など：

受診可能な近隣の歯科診療所・歯科救護所・仮設歯
科診療所等の有無、巡回歯科チームの有無、稼働状
況（日程・時間など）：

避難所等の
名称

避難者等の人数
(夜間を含む、本部に登

録されている人数）

※ 確認できれば数値や具体的内容を記載

　　　　年　　　月　　　 　日（　　 ）

AM/PM 　　　　時　　　　分ごろ

　　　　人（ 　　月 　　日現在）

避難所等の
立地する
市町村名

避難所等の
責任者氏名

連絡先

だいたい　　　　　　　人くらい（概数）

◎

〇

△

×

－
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好
・
ほ

ぼ
問

題
な

し
、

△
や

や
問

題
あ

り
、

×
大

い
に

問
題

あ
り

、
－

：
不

明
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災
歯

2
-3

施
設

・
避

難
所

等
 歯

科
口

腔
保

健
 ラ

ピ
ッ

ド
ア

セ
ス

メ
ン

ト
票

（
集

団
・

迅
速

）
総

括
表

<
詳

細
版

>

a
乳

幼
児

（就
学

前
）

b
妊

婦
c

高
齢

者
（7

5歳
以

上
）

d
障

が
い

児
者

・
要

介
護

者

a
歯

科
診

療
所

・救
護

所
・仮

設
診

療
所

な
ど

b
巡

回
歯

科
チ

ー
ム

の
訪

問

a
歯

磨
き

用
の

水

b
歯

磨
き

等
の

場
所

a-
1

歯
ブ

ラ
シ

（成
人

用
）

a-
2

歯
ブ

ラ
シ

（乳
幼

児
用

）

b
歯

磨
き

剤

c
う

が
い

用
コ

ッ
プ

d
義

歯
洗

浄
剤

e
義

歯
ケ

ー
ス

a
歯

磨
き

b
義

歯
清

掃

ｃ
乳

幼
児

の
介

助

d
障

が
い

児
者

・
要

介
護

者
の

介
助

a
痛

み
が

あ
る

者

b
義

歯
紛

失
や

義
歯

破
折

ｃ
食

事
等

で
不

自
由

な
者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

V
e
r4
.0

(1
)専

門
支

援
歯

科
保

健
医

療
の

確
保

(2
)環

境
口

腔
清

掃
等

の
環

境

(3
)用

具
口

腔
清

掃
用

具
等

の
確

保
(4

)清
掃

行
動

口
腔

清
掃

や
介

助
等

の
状

況

(5
)症

状
歯

や
口

の
訴

え
・
異

常
そ

の
他

の
問

題

作
成

年
月

日
2
0
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ア
セ

ス
メ

ン
ト

実
施

年
月

日
  
  
 2

0
  
  
 年

  
　

 月
　

  
 日

～
 2

0
  
  
 年

  
　

 月
　

  
 日

作
成

者
氏

名
(所

属
名

)
（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
市

町
村

名

備
考

N
o

避
難

所
等

の
名

称

避
難

者
等

の
人

数
(人

）

要
配

慮
者

配
慮

が
必

要
な

対
象

者
（
人

、
％

）

評
価

時
に

在
所

し
て

い
た

避
難

者
等

数 （
人

）
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災歯3-1 

男 年 □

女 齢 □

□

作成：2020.12   日本歯科衛生士会

歯科医院名（　　　　　　　　　　　　　　）

実施日

ふりがな

氏名

年　　　月　　　日（　　　）

その他、痛むところがある（　　　　　　　　　　　　　　　）

洗面所が足りない

介

護

度

非該当

要支援1・2

要介護

はい・いいえ

はい・いいえ●入れ歯について下記のような問題点がありますか？-------------------------

●歯みがきについて下記のような問題点がありますか？-----------------------

「はい」に○を付けた方は次の質問にもお答えください ↓
はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

その他、歯みがきをするにあたっての問題点がある

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

はい・いいえ

歯ブラシ等ケア用品が不足している

何が必要ですか（　　　　　　　　　　　　　　）

水が不足している

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

↓
はい・いいえ

●歯や口についてお尋ねします。痛いところがありますか？-------------------

●食事についてお尋ねします。食事が食べにくいことがありますか？----------

「はい」に○を付けた方は次の質問にもお答えください

「はい」に○を付けた方は次の質問にもお答えください

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

↓

はい・いいえ

●上記以外に何かお困りなことがありましたらお書きください。

●痛みや不具合がある場合、歯医者に行くことはできますか？-----------------

「はい」に○を付けた方は次の質問にもお答えください

入れ歯の保管ケースがない

かかりつけの歯科医院はありますか？

はい・いいえ

はい・いいえ

↓

↓
はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

「はい」に○を付けた方は次の質問にもお答えください

入れ歯がない・壊れている

入れ歯を使っていない

入れ歯が合わない・噛みにくい

入れ歯の清掃が十分にできない

＊ご記入ありがとうございました。この質問用紙は歯科担当者にお渡しください。

災害時の歯・口に関する質問用紙　

実施場所

□ ０～５

□ 19～64

□ 6～18

□ 65以上

↩

弁当などを出された時に、食べにくいことがある

食事中にむせることがある

食事中や食後に咳き込む・痰がからむなどがある

歯がしみる・痛む

歯ぐきの腫れ・痛み・血が出る

口内炎ができている

口が開かない・開けると痛い
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ふりがな □

氏名 □

□

主訴

1 ない 2 あまりない 3 あり

1 ない 2 あまりない 3 あり

1 ほとんどない 2 中程度 3 著しい

1 ない 2 中程度 3 著しい

1 ない 2 薄い 3 厚い

1 ない 2 わずか 3 著しい

1 ない 2 弱い 3 強い

1 総義歯 2 部分床義歯 3 義歯なし

1 総義歯 2 部分床義歯 3 義歯なし

1 ほとんどない 2 中程度 3 著しい

1 ない 2 あり → □ 片側 □ 両側

1 ない 2 あり → □ 片側 □ 両側

1 ない 2 あり → □ 痛み □ あり

1 ない 2 あり → □ 痛み □ あり

1 ない 2 あり → □ 痛み □ あり

記載者

所属・氏名

作成：2020.12   日本歯科衛生士会

お名前

お口の状態

注意事項

記載者

所属・氏名

作成：2020.12   日本歯科衛生士会

災歯3-2

歯科保健医療ニーズ調査・保健指導実施票（個別・個人）　

実施日：　　　/　　　　/　　　実施場所：

粘膜疾患

1.口腔衛生　　2.口腔機能　　3.義歯　　4.治療連携　　5.その他　

食事中や食後のむせ

食事中や食後の痰のからみ

口腔衛生

状態

プラークの付着状況

食渣の残留

舌苔

口腔乾燥

口臭

【指導・申し送り内容】

【口腔内状況】

チーム名 連絡先

【口腔機能】

連絡先

継続指導の必要性　　□不要　　□要

義歯の状況

上顎

下顎

義歯プラーク付着状況

臼歯部での

咬合

義歯なしの状態で

義歯ありの状態で

歯科疾患

介

護

度

非該当

要支援1・2

要介護実施場所のカテゴリー：□避難所　□仮設住宅　□施設　□在宅　□その他（　　　　　）

男

女

年

齢

□ ０～５ □ 6～18

□ 19～64 □ 65以上

歯周病

う触

ご本人控え

日付 年　　　月　　　日（　　　）
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作
成

  
 2

0
2
0
.2

連
絡

先

(5
)

(4
)

(1
)

詳
細

記
載

欄

例
：

０
か

ら ５

６
か

ら
 １

８

１
９

か
ら

 ６
４

６
５

以
上

男
女

1
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

2
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

3
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

4
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

5
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

6
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

7
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

8
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

9
□

□
□

□
□

□
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り
□ な

し
□ あ

り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

1
0

□
□

□
□

□
□

□ な
し

□ あ
り

□ な
し

□ あ
り

□ な
し

□ あ
り

□ な
し

□ あ
り

□ な
し

□ あ
り

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 実 施

□ 要

□ 不 要

災
歯
3
-3

実
施

場
所

：
実

施
日

：
  
  
  
  
年

  
  
  
  
  
月

  
  
  
  
  
日

N
o
( 
  
  
  
  
  
  
  
  
 ）

実
施

場
所

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

当
日

の
登

録
人

数
記

載
者

所
属

・
氏

名
□

避
難

所
　
□

仮
設

住
宅

□
施

設
　

　
 □

在
宅

□
そ

の
他

（
  
  
  
  
  
  
  
  
  
）

そ
の

他
、

申
し

送
り

事
項

等
が

あ
り

ま
し

た
ら

ご
記

入
く
だ

さ
い

。

歯
み

が
き

を
す

る
問

題

歯
や

口
の

清
掃

問
題

歯
科

治
療

の
確

保
問

題

歯
が

痛
い

、
食

べ
に

く
い

、
食

事
中

の
む

せ

歯
ブ

ラ
シ

・ケ
ア

・義
歯

用
品

・
水

や
場

所
の

確
保

歯
み

が
き

で
き

て
い

る
、

介
助

み
が

き
さ

れ
て

い
る

舌
の

汚
れ

・口
渇

・口
臭

・口
の

中
の

汚
れ

歯
科
保
健
医
療
ニ
ー
ズ
調
査
・
保
健
指
導
実
施
票
(個

別
・
複
数
）

名
前

歯
や

口
の

訴
え

、
口

腔
清

掃
に

関
わ

る
不

足
物

品
・
環

境
の

問
題

、
口

腔
清

掃
状

態
、

医
療

や
ケ

ア
の

ニ
ー

ズ

追
加

対
応 ・

継
続

指
導

口 腔 衛 生

口 腔 機 能

痛
み

、
義

歯
紛

失
等

に
対

す
る

、
歯

科
治

療
の

確
保

歯
科

保
健

指
導

内
容

※
  

 標
準

（
迅

速
集

団
）
ア

セ
ス

メ
ン

ト
票

と
の

対
応

義 歯

治 療 連 携

集
計

(２
)(
３

)

年
齢

性
別

食
事

を
す

る
時

の
問

題

歯
み

が
き

の
環

境
問

題
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災歯3-4

実施場所：
当日の

登録者数
人

0～5 6～18 19～64 65～ 男性

（単位：人） （単位：人）

歯科口腔の

問題

食事をする

時の問題

歯みがきの

環境問題

歯みがきを

する問題

歯や口の

清掃問題

歯科治療の

確保問題

追加対応

継続指導

ない

ある

（単位：人）

歯科保健

指導

口腔衛生

管理

口腔機能

管理

義歯の

管理

歯科治療

連携

実施

記載者

所属･氏名

女性

歯科保健医療ニーズ調査・保健指導実施票   総括票

実施日：　　年　　月　　日（　　）

実施場所のカテゴリー：□避難所　□仮設住宅　□施設　□在宅　□その他（　　　　　　　　　　）

＊実施票は複数あっても「総括表」は日ごと、実施場所や活動ごとに分けて、1枚にまとめてください

【対応者数集計】 （単位：人）

＊本部や関連機関への報告や、記録管理に活用ください。 作成：2020.12   日本歯科衛生士会

＊ひとりに対して複数の指導を行った場合は全てカウントしてください ＊「要」「不要」の合計は

「対応総人数」と一致すること

【申し送り事項】

申し送り先 内        容

＊各項目の「ある」「ない」の合計は「対応総人数」と一致すること

　　　↑夜間を含む本部に登録されている人数

連絡先

【ニーズ内容集計】

【指導内容集計】

不要

要

対応

総人数

年齢 性別
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災歯3-5

実施場所：
当日の

登録者数
人

記載者

所属･氏名

対象者

１.口腔衛生管理　　２.口腔機能管理　　３.義歯の管理　　４.歯科治療連携　　５.その他　

＊簡単に指導内容を書いてください

【申し送り事項】

歯科保健指導実施票（集団）　

実施日：　　年　　月　　日（　　）

実施場所のカテゴリー：□避難所　□仮設住宅　□施設　□在宅　□その他（　　　　　　　　　　）

【指導内容】

　妊婦(　　　人）　幼児　(　　　人）　児童・生徒(　　　人）　

　成人(　　　人）　高齢者(　　　人）　障害児・者(　　　人） 人

参加

人数

　　　↑夜間を含む本部に登録されている人数

作成：2020.12   日本歯科衛生士会

継続指導の必要性　　□不要　　□要

連絡先
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災
歯

3
-6

実
施

日

業
務

内
容

出
務

場
所

集
団

歯 科 相 談 ・ 保 健 指 導

の み （ 口 腔 内 な し ）

診 察 説 明 ・ 歯 科 保 健

指 導 （ 口 腔 内 あ り ）

口 腔 ケ ア 指 導

（ 口 頭 の み ）

口 腔 ケ ア の 実 施

及 び 指 導

口 腔 ケ ア の 実 施 の み

歯 科 講 話 ・

保 健 指 導 ・ 啓 発

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
0
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災歯3-7

(1) 班員名

（氏名・職種）

(2) 業務内容

イ 出務場所

ロ 処置内容

処置人数

□  口腔外科処置 （　　　人） □  個別  歯科相談・保健指導のみ（口腔内なし） （　　　人）

□  再装着 （　　　人） □  個別  診察説明・歯科保健指導（口腔内あり） （　　　人）

□  義歯新製 （　　　人） □  個別  口腔ケア指導（口頭のみ） （　　　人）

□  義歯修理・調整 （　　　人） □  個別  口腔ケアの実施、及び、指導 （　　　人）

□  歯内療法処置 （　　　人） □  個別  口腔ケアの実施のみ （　　　人）

□  保存修復処置 （　　　人） □  集団  歯科講話・保健指導・啓発 （　　　人）

□  歯周治療処置 （　　　人） □  口腔ケア用品の提供 （　　　人）

□  消炎鎮痛・処方 （　　　人）

□  その他の処置など （　　　人） □  その他の診察・指導など （　　　人）

　　※内容を記載ください 　　※内容を記載ください

□  紹介（歯科へ） （　　　人） □  摂食嚥下機能ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ（RSST、MWST、FT） （　　　人）

□  紹介（医科へ） （　　　人） □  摂食嚥下機能の評価（頸部聴診など） （　　　人）

□  紹介（その他へ） （　　　人） □  摂食嚥下に関わる指導（体位、間接訓練） （　　　人）

□  食形態や摂食方法などの指導（直接訓練） （　　　人）

□  その他の紹介など （　　　人） □  その他の摂食嚥下に関する対応など （　　　人）

　　※内容を記載ください 　　※内容を記載ください

ハ 出務場所の

状況・活動報告

歯や口に関する

ことのみ

入れて、人数を

記載ください

月        　   日（        　   ） 活動時間：          　 時           　  分～      　     時         　    分

※この用紙とは別に、それぞれの出務場所ごとの、「歯科保健医療救護  個別記録票（災害時歯科共通対応記録）」も別途記載し提出してください

紹介など

実人数（計　　　　人）

摂食嚥下に関する評価・診察・指導など

実人数（計　　　　人）

チーム全員の名前と職名（略称可）を記載ください

対応したものすべてに〇をつけてください／その他は内容を記載ください

評価（アセスメント）  ・  相談  ・  診察  ・  治療  ・  個別指導  ・  集団指導  ・  物資提供

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建物など名

（市町村など名                      ）

※  この用紙とは別に、それぞれの出務場所ごとの、

　「歯科保健医療救護  個別記録票（災害時歯科共通対応記録）」

　も、別途記載し提出してください

対応・処置      実人数：　　　　　人（男性　　　　　人、  女性　　　　　人、記載なし　　　　　人）

（内訳：18才未満　　　　人、一般成人（18－64才）　　　　人、高齢者（65才以上）　　　　人）

処置・治療など

実人数  （計　　　　人）

診察・相談・指導・ケアなど

個別  実人数  （計　　　　人）

業務日時

対応した項目の

□にチェックを

歯科保健医療救護　報告書（災害時歯科共通対応記録）災害歯研ver1.3

報告日：　　　　　年　　　　月　　　　日  （　　　　）

※この用紙は日ごとではなく、出務場所ごとに記載ください

（報告者名・所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 （電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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3. 表 歯科保健におけるフェーズ分類と歯科的問題点」 

（全国保健師長会「災害時の保健活動推進マニュアル」） 

http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf 

 

 

フェー

ズ 

時期 

(目安) 

歯科的問題点 住民の声 

0 発災～ 

24 時間 

 口腔衛生用品不足  逃げるのに精一杯で義歯を持ち出せなかった 

 義歯ケースがなくなった 

 逃げる時に転んで顎を打って痛くて食べられな 

 歯を磨きたくても水がない 

 歯を磨くことを忘れていた 等 

1 24～ 

72 時間以

内 

 歯科救護 

 義歯紛失 

 外傷等による歯牙損傷 

2 4 日目 

～1か月 

 口腔衛生状態悪化 

 義歯清掃管理不良 

 口腔機能低下 

 食事形態による食べ方

支援が必要 

 感染予防 

 口腔ケア啓発 

 支援物資に子ども用の歯ブラシが見つからない 

 歯が痛いが診てくれる歯医者がいない 

 歯を磨いていないので歯肉が腫れてきた 

 口内炎が痛い 

 水が冷たくて歯を磨きたくない 

 予約していた主治医と連絡が取れない 

 お菓子を好きなだけ食べるが、避難所で注意しに

くい 

 喉がよく渇いて痛い、ほこりが多くて咳がよくでる 

 洗面所が遠いので行けない 

 義歯を外した姿を他人に見られたくないので、入

れたまま歯磨きをしている 

 災害後一度も義歯を外していない 等 

3 1 か月 

～6か月 

 口腔ケア 

 口腔機能向上支援の継

続 

 震災前は歯ブラシ·歯間ブラシで手入れをしていた

が、 災害後はする意欲がなくなった 

 応急仮設住宅がかかりつけの歯科医院から遠い

ので通院できなくなった 

 子どものむし歯は気になるが歯科診療所が遠い 

 お弁当の冷たい揚げ物などが固くて食べられない

等 

4 6 か月から  継続した歯科健康相談·

健康教育等 

 地元の歯科診療所の診療が開始されたが、医療

費のことが心配でなかなか受診できない 

 応急仮設住宅からの交通機関が不便で、かかり

つけだった歯科医院の受診は難しい 

 予防は大切と思うが、今後の事が心配で歯を磨く

意欲がなくなった 等 
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4. 避難所等における各フェーズに応じた口腔ケア支援活動 

 

 

愛媛県 災害時保健衛生活動マニュアル ～歯科口腔保健編～ （平成 29 年 12 月作成，修正 

令和 5 年 3 月） より引用 

 

 概ね災害発生後 24 時間以内（フェーズ 0） 初動体制の確立期 

 概ね災害発生後 72 時間以内（フェーズ１） 緊急対応期－生命・安全の確保－ 

 概ね 4 日目から 2 週間まで（フェーズ２） 応急対応期－生活の安定－ 

 概ね 3 週間目から 2 か月まで（フェーズ３） 応急対応期－生活の移行－ 

 概ね 2 か月以降（フェーズ４） 復旧期－生活の再建－ 

 概ね 1 年以上（フェーズ５） 復興期－地域の再建－ 

  



4 
 

 

 

 
災害発生時は稼働できる職員数に限りがあることから、命を守ることを最優先し、多職種

と連携し効果的に被災情報を集めるなど組織的に対応する。 

歯科医療（救護）対策への協力、歯科口腔保健対策及び感染症予防の観点から避難所の環

境整備体制を検討する。 

 

【想定される事項】 

・ 災害の規模、発生時期（季節、平日か休日か、時間帯等）により、初動体制は左右される。 

・ 停電等により通信が途絶される場合があり、夜間の発生では被害状況が把握しにくく、道

路の安全も確認しにくい等情報収集が困難な場合がある。 

・ 職員も被災し、登庁者も限られる。 

 

◆◆県主管課（健康増進課）◆◆ 

１．災害情報の収集と保健所等への情報提供 
○被災状況（被災者数、避難施設、交通状況等） 
○ライフライン（上水道、電気、ガス等）の被害状況 
○歯科口腔保健に関する被災状況の把握 

２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○口腔ケア支援活動に必要な人材・物品等の確保について、歯科医師会、歯科衛生士会、 

歯科技工士会等と連携して対応 
３．庁内関係各課との情報交換 

◆◆保健所◆◆ 

１．地域の被災状況の把握と県主管課からの情報の整理 
○被災状況（被災者数、避難施設、交通状況等） 
○ライフライン（上水道、電気、ガス等）の被害状況 

 ○緊急歯科診療に関するニーズ 
２．口腔ケア支援活動体制整備 

○口腔ケア支援活動に必要な物品の確認 
 ○市町から人材の派遣要請等のニーズを確認 

◆市町◆ 

１．地域の被災状況の確認及び保健所との連携と調整 
 ○被災状況（被災者数、避難施設、交通状況等） 

○ライフライン（上水道、電気、ガス等）の被害状況 
 ○緊急歯科診療に関するニーズ 
２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○口腔ケア支援活動に必要な物品の確認 

○被災状況の把握結果から、市町災害対策本部や保健所と情報の共有を図り、口腔ケア支 
援活動について検討 

 ○被災地での人材の派遣要請等のニーズを把握し、市町災害対策本部や保健所等と連携・
調整 

 

 

 

概ね災害発生後２４時間以内（フェーズ０） 
初動体制の確立期 
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命を守ることを最優先し、多職種と連携し効果的に被災情報を集めるなど組織的に対応す

るとともに、歯科医療（救護）の実施支援、歯科口腔保健対策及び感染症予防の観点から避

難所の環境整備を図る。 

 

【想定される事項】 

・ 被害状況が明らかになり、活動計画を作成し活動が展開される。 

・ 外部に支援要請した場合等活動がスムーズに展開できるように準備や調整が必要である。 

・ 余震等被害が拡大する場合がある。 

・ 被災者は不安と安堵感等、混沌としており、十分な睡眠がとれない状況にある。 

・ 自宅避難者等が情報不足により地域で孤立しやすい。 

・ 断水等により、口腔清掃やトイレの汚物処理が困難となり、衛生状態が悪化する。 

・ 救援物資及び医療機関等の情報や安否確認等の整理が必要となる。 

 

◆◆県主管課（健康増進課）◆◆ 

１．災害情報の収集と保健所等への情報提供 
２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○口腔ケア支援活動及び歯科医療に必要な人材・物品等について、歯科医師会、歯科衛生 

士会、歯科技工士会等と連携して対応 
○口腔清掃、誤嚥性肺炎予防等の普及啓発（ポスター、チラシ等）の作成、配布 

３．庁内関係各課との情報交換 

◆◆保健所◆◆ 

１．地域の被災状況の把握と県主管課からの情報の整理 
 ○市町からの被災状況の確認（歯科の問題やニーズの把握） 
○人材及び物品の確認の共有 

２．口腔ケア支援活動体制整備 
○保健衛生活動拠点における口腔ケア支援活動計画の立案 

 ○市町から人材の派遣要請等のニーズを確認 
 ○口腔ケア支援活動に必要な物品等の把握・点検・調達 
 ○口腔ケア支援活動に伴う関係者との連絡調整 
 ○口腔清掃、誤嚥性肺炎予防等の普及啓発（ポスター、チラシ等）の準備 
３．緊急歯科診療の実施支援 
 ○避難所等での外科的処置等緊急歯科診療に繋げる。 

◆市町◆ 

１．担当部署を通じて、歯科の問題やニーズの把握及び保健所との連絡・調整 
 ○避難所の状況調査にて把握 
２．口腔ケア支援活動体制整備  
○活動状況の報告及び必要な支援について保健所と協議し、支援活動の体制を整備 

３．緊急歯科診療の実施 
 ○避難所等での外科的処置等緊急歯科診療に繋げる。 

  

概ね災害発生後７２時間以内（フェーズ１） 
緊急対応期―生命・安全の確保― 
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 引き続き組織的な健康支援活動を中心とし、避難所巡回等により、全体的な被災情報や保

健医療福祉ニーズとともに、歯科関連ニーズの把握に努め、必要な支援を検討する。 

 また、ライフラインの断絶による口腔衛生状態や栄養状態の悪化に対し、歯科口腔保健対

策の観点から必要な支援や活動を行う。 

 

【想定される事項】 

・ 避難所への支援体制が整ってくる。 

・ 高齢者のＡＤＬ低下、脱水、風邪、誤嚥性肺炎等の感染症が増加してくる可能性がある。 

・ 避難生活によるストレス等の影響から健康者も体調不良を生じる。それに加え自宅等の後

片付けに追われ、慢性疲労や怪我が増える。 

・ 子どもの情緒（災害時の恐怖感、退行現象等）に変化が見られる。 

・ 慢性疾患の内服中断等による悪化や受診、服薬についての不安が顕在化する。 

・ 野菜不足によるビタミン欠乏、アレルギーの対応など食事の問題が顕在化する。 

 
◆◆県主管課（健康増進課）◆◆ 

１．災害情報の収集と保健所等への情報提供 
２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○随時、派遣計画を見直し、必要に応じて動員計画を変更 

○口腔ケア支援活動について、歯科医師会、歯科衛生士会、歯科技工士会等関係団体と 
協議 

３．関係機関・団体との連絡調整 
４．庁内関係各課との情報交換 

◆◆保健所◆◆ 

１．地域の被災状況の把握と県主管課からの情報の整理 
○避難所等歯科口腔保健標準アセスメント票の共有 

 ○避難所住民数（全体、乳幼児数、高齢者数等） 
○被災住民数（避難所以外の被災者） 
○ライフライン（水道、電気、ガス、道路等）の復旧状況 
○歯科医療機関の復旧状況の確認 

２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○被災状況の把握結果から、市町と口腔ケア支援活動の実施 
 ○市町から人材の派遣要請等のニーズを確認する。 
 ○口腔清掃、誤嚥性肺炎予防等の普及啓発（ポスター、チラシ等）の実施 
 ○要配慮者に対する支援の実施  
 ○福祉避難所等での歯科ニーズの把握と支援 
３．歯科医療受診の調整 
 ○歯や口腔内の外傷や義歯の紛失等歯科医療が必要な人に対する受診の調整 

◆市町◆ 

１．保健所と情報を共有 
○避難所住民数（全体、乳幼児数、高齢者数等） 
○被災住民数（避難所以外の被災者） 
○ライフライン（水道、電気、ガス、道路等）の復旧状況 
○歯科医療機関の復旧状況の確認 

２．避難所等での歯科ニーズの把握及び口腔ケア支援活動の実施 
 ○保健所と口腔ケア支援活動の実施について計画 

○口腔清掃、誤嚥性肺炎予防等の普及啓発（ポスター、チラシ等）の準備 
○口腔ケア支援実施後は様式等を活用し、記録をまとめ、保健所等と情報を共有  

３．歯科医療受診の調整 

 

概ね４日目から２週間まで（フェーズ２） 
応急対応期―生活の安定― 
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 避難所の集約、仮設住宅への移行に向かう時期であり、避難生活の長期化に伴う二次的な

健康課題の発生が予測されるため、各関係団体・機関で情報共有し、連携した歯科口腔保健

対策の強化が求められる。歯科口腔保健対策としては、健康調査を踏まえた活動計画を策定

し、引き続き避難所での健康対策、要配慮者への支援などを行うが、歯科医療等専門チーム

や応援・派遣の撤退を視野に入れる必要がある。 

 

【想定される事項】 

・ 一部の避難所が閉鎖され、自宅へ戻れない人は避難所の移動を余儀なくされる。 

・ 長引く避難所生活に伴い、疲労の蓄積による身体症状や栄養の偏り等健康への影響が現れ

る。 

・ 劣悪な環境下での集団生活により、感染症の流行の恐れがある。 

・ 生活範囲の挟小化による運動不足、閉じこもりの増加により、廃用性症候群等をきたす恐

れがある。 

 

◆◆県主管課（健康増進課）◆◆ 

１．災害情報の収集と保健所等への情報提供 
２．口腔ケア支援活動体制整備 
 ○口腔ケア支援活動に必要な物品手配を行い、保健所又は市町と調整する。 
 ○随時、派遣計画を見直し、必要に応じて動員計画を変更する。 

○口腔ケア支援活動及び歯科医療等活動計画について、歯科医師会、歯科衛生士会、歯科 
技工士会等関係団体と協議 

◆◆保健所◆◆ 

１．地域の被災状況の把握と県主管課からの情報の整理 
 ○避難所住民数（全体、乳幼児数、高齢者数等） 
○被災住民数（避難所以外の被災者） 
○ライフライン（水道、電気、ガス、道路等）の復旧状況 
○歯科医療機関の復旧状況の確認 

２．口腔ケア支援活動体制整備 
○避難所等歯科口腔保健標準アセスメント票の共有 

 ○口腔ケア支援活動結果を踏まえ計画の見直し 
○市町から人材の派遣要請等のニーズを確認する。 

 ○口腔清掃、誤嚥性肺炎予防等の普及啓発（ポスター、チラシ等）の実施 
 ○要配慮者に対する支援の実施  
 ○仮設住宅入居者等への歯科ニーズの把握と口腔ケア支援 
３．歯科医療受診の調整 
 ○歯や口腔内のけがや義歯の紛失等歯科医療が必要な人に対する受診の調整 

◆市町◆ 

１．保健所と情報を共有し、支援を実施 
○避難所等歯科口腔保健標準アセスメント票にて情報を共有し、支援を実施する。 
○避難所住民数（全体、乳幼児数、高齢者数等） 
○被災住民数（避難所以外の被災者） 
○ライフライン（水道、電気、ガス、道路等）の復旧状況 
○歯科医療機関の復旧状況の確認 

２．口腔ケア支援活動の実施 
○仮設住宅入居者等の歯科ニーズの把握及び口腔ケア支援 
○歯科医療・口腔ケアニーズ調査票（個人）、歯科保健相談・口腔ケア・指導票、施設・保 
育所・学校における歯科健康教育実施記録等に記入後、活動報告書にて整理 

３．歯科医療受診の調整 

概ね３週間目から２か月まで（フェーズ３） 
応急対策期―生活の移行― 
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仮設住宅への入居、復興住宅や自宅再建による転居に伴い、将来への不安や避難生活の長

期化によるストレス、閉じこもり、新しいコミュニティづくり等が課題となる時期である。 

 住民が生活環境の変化に適応し、健康で自立した生活ができるよう公衆衛生支援体制を整

備する。 

 

【想定される事項】 

・ 仮設住宅への入居、生活の確立。将来の生活不安の顕在化。 

・ 避難生活等により蓄積された身体状況の悪化が顕在化。 

・ 家や財産の喪失、仕事の喪失、役割の喪失による心身の打撃。 

・ 生活環境の変化による適応障害、慢性疾患の悪化、認知症の悪化が起こりやすい。 

・ 近隣関係の希薄さによる孤立化により、閉じこもりや孤独死等の可能性がある。 

 
◆◆県主管課（健康増進課）◆◆ 

１．地域の復旧状況や被災者の歯科口腔保健の状況を把握 
２．長期的な口腔ケア支援活動方針の策定と施策化 
３．関係者による連絡調整会議の実施 

○市町の活動状況の共有、情報交換の場を設け、今後の活動につなげる。 
４．調査・研究等への積極的な支援 
 ○歯科口腔保健の関係マニュアルや活動の評価及び情報共有 

◆◆保健所◆◆ 

１．地域の復旧状況や被災者の歯科口腔保健状況の把握と県主管課への報告 
２．口腔ケア支援活動の実施支援 
３．市町と連携して健康調査の実施 
４．口腔ケア支援活動のデータ整理・分析 
５．関係者との情報交換 

◆市町◆ 

１．地域の復旧状況や被災者の歯科口腔保健状況を把握し、保健所と情報を共有 
２．口腔ケア支援活動の実施 
３．保健所と連携して健康調査の実施 
４．被災者同士の交流支援 
５．新たなコミュニティづくりへの支援 

 

 

 

 

 
 仮設住宅等から再び移動することに伴う新たな健康問題への支援、地域の自治組織、ボラ

ンティア、関係機関との連携による地域との融合の促進や住民及び支援者への継続的なここ

ろのケアと健康管理が大切である。 

 復興に伴い、被災地域における地域コミュニティづくりと一体的に歯科口腔保健医療体制

の再構築が推進される。 

 

【想定される事項】 

・ 短期間とはいえ、住み慣れてきた仮設住宅から再び移動することに伴い、高齢、ストレス

等による関連症状などさまざまな要因で、環境になじめずに新たな健康問題が起こる。 

概ね２か月以降（フェーズ４） 
復旧期―生活の再建― 

 

概ね１年以上（フェーズ５） 
復興期―地域の再建― 
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5. 避難所等における口腔ケア啓発用資料（日本歯科衛生士会） 

https://www.jdha.or.jp/pdf/outline/saigaimanual2022.pdf 

 

➢ マスクをしたままできるお口の体操 

http://jsdphd.umin.jp/pdf/20201027.oralcare.mask.poster.pdf 

➢ 歯みがき啓発ポスター 

➢ 口腔ケア用品の管理方法に関するポスター（4 種類） 

➢ 口腔ケア用品の使用方法に関するポスター（7 種類） 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

～ 唇や舌、頬やのどの筋力アップをすることは全身の健康へとつながります。 

美味しく安全に食べて健康に過ごしましょう ～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

唇を閉じ、唇の内側で 

舌をぐるぐる回す 
①唇をとがらせ 

 前に突き出す 
②左右にしっかりと引く ③大きく開ける 

パー 

食前や空き時間に 
５回～１０回 
行いましょう 

マスクをしたままでできる 

食べ物を 
食べながら 
行っては 
いけません 

監修：戸原 玄 教授 

   東京医科歯科大学 

   摂食嚥下リハビリテーション学分野 

発  行：日本歯科衛生士会  

制作協力：熊本県歯科衛生士会 

イラスト：福岡県歯科衛生士会  

前舌保持嚥下訓練 
（ベロ出しごっくん） 

①舌を少し前に出し、唇を閉じる
（舌を強く咬まないよう注意し

ましょう） 

②そのまま、つばをゴックンと飲

み込む 

 

★上手にできるようになったら 

「ゴックーーーン」と、飲み込む  

 途中で数秒保ってみましょう 

①口を最大限に大きく開ける 

② 10 秒間保持する 

③ 10 秒間休む 

④②③を繰り返す 

 

●顎関節症の人や、あごが外れ  

 やすい人は、注意して行いま  

 しょう 

開口運動 

こちらから 
『お口の体操』の 
動画が見れます。 

③左右交互に頬をふくらます 
④唇をしっかりと閉じ 

 上下交互に唇をふくらます 
①頬をふくらます ②頬をへこます 
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デンタル
リンス 

公益社団法人 日本歯科衛生士会 
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歯磨き粉は 
感染の危険性を避けるため 

自分専用のもの 

を使用しましょう！ 

公益社団法人 日本歯科衛生士会 

歯ブラシは 

上を向けて保管 

しましょう！ 

公益社団法人 日本歯科衛生士会 
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１回 3プッシュ 

お口に含み 

20秒間 ブクブクして 

吐き出します。 

公益社団法人 日本歯科衛生士会 

１回 3プッシュ 

お口に含み 

20秒間 ブクブクして 

吐き出します。 

公益社団法人 日本歯科衛生士会 
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6. 災害時歯科保健医療活動において連携すべき保健医療活動チーム 

 

 

⚫ DHEAT（Disaster Health Emergency Assistance Team），災害時健康危機管理支援チーム 

各都道府県は災害対策本部の下に、保健医療調整本部を設置するとともに、保健所におい

て、保健医療活動チームの指揮又は連絡等を行うほか、保健医療ニーズ等の収集及び整理・

分析を行うこととされている。この、被災都道府県の保健医療調整本部及び被災都道府県

等の保健所の指揮調整機能等における業務を補助するチーム。 

 

⚫ JMAT（Japan Medical Association Team，日本医師会災害医療チーム） 

日本医師会により組織される災害医療チーム、およびその枠組み。急性期の災害医療を担

当する DMATが３日程度で撤退するのと入れ替わるようにして被災地の支援に入り、現地の医

療体制が回復するまでの間、地域医療を支えるための組織。 

 

⚫ JRAT（大規模災害リハビリテーションチーム Japan Rehabilitation Assistance Team 

大規模災害発生時に災害弱者、新たな障害者、あるいは被災高齢者などの生活不活発病

への予防に対する適切な対応を可能とすることで国民が災害を乗り越え、自立生活を再建、復

興を目指していけるように、安心、安全且つ、良質なリハビリテーション支援を受けられる制度

や体制の確立を促進する。 

 

⚫ JDA-DAT（The Japan Dietetic Association-Disaster Assistance Team，日本栄養士会災害

支援チーム） 

日本栄養士会により組織されるチーム。大規模自然災害発生時、迅速に、被災地での栄養・

食生活支援活動を行う。災害発生時に自助・共助・公助が円滑に行われるように、平時の防災

活動も支援している。 

 

⚫ DWAT（災害派遣福祉チーム，Disaster Welfare Assistance Team） 

災害時における二次被害を防ぐため、避難所等に派遣され、配慮が必要な者に対し、避難

者等の福祉ニーズの把握やスクリーニング、福祉避難所への誘導、日常生活上の支援、各種

相談対応、環境整備などの福祉支援を実施する。 

 

⚫ DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team，災害派遣精神医療チーム） 

大規模自然災害発生時、精神保健医療機能が一時的に低下し、さらに災害ストレス等により

新たに精神的問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大する。このような場合に被災地

で心のケア活動を行う専門職チーム。精神科医師、看護師、業務調整員で構成される。 
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本考え方の作成にあたり、下記の資料などを参考とさせていただきました。ここに感謝申し上

げます。 

 災害時の保健活動推進マニュアル （地域保健総合推進事業），全国保健師町会，2020 年 3

月 

 JDAT（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）活動要領，日本歯科医師会・

日本災害歯科保健医療連絡協議会，2022 年 10 月 

 災害歯科保健活動 歯科衛生士実践マニュアル，日本歯科衛生士会，2022 年 10 月 

 愛媛県 災害時保健衛生活動マニュアル～歯科口腔保健編～，平成 29年 12月（修正令和 5

年 3 月） https://www.pref.ehime.jp/h25500/shika/documents/202303.pdf 

 北海道 災害時の歯科保健医療活動～道立保健所歯科専門職のための手引き～，2020 年

2 月 

 災害時の歯科保健医療対策 連携と標準化に向けて，一世出版前，2015年 6 月 

 災害歯科医学，医歯薬出版， 2018 年 2 月 

 災害歯科保健医療標準テキスト，一世出版，2021 年 12 月 

 

＊＊＊ 

 

自治体における災害時の歯科保健活動推進のための活動指針作成に向けた考え方 
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研究代表者 

東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科・非常勤講師  中久木 康一 
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        堀江 博 

日本歯科医師会 常務理事       小玉 剛 

日本歯科衛生士会 副会長      久保山裕子 

助言者 

埼玉県鴻巣保健所長     遠藤浩正 

愛知県保健医療局健康医務部健康対策課 歯科・栄養グループ 小栗智江子 

熊本県人吉保健所       楠田美佳 



大規模災害時の
歯科保健医療活動

～口腔機能からの健康維持～

災害時には歯科医療機関も通常通りの対応はできませんが、
生活環境が整わない避難生活による歯や口の健康被害も生じ
てきます。
通常の歯科医療提供体制が回復するまでの間の応急歯科診

療活動とともに、特に避難生活が困難と考えられる災害時要
配慮者の方々に対する口腔衛生管理や口腔機能管理、および
その啓発による歯科保健活動を行い、被災地域で生活される
方々の健康管理を行うことが必要です。
大規模災害時には、必要に応じて県外からの歯科チームも

含めて、自治体や保健所の管理のもとでの活動が行われます。

災害時の避難所等では、うがいに使う水が十分に
確保できず、歯ブラシなどや歯みがきする場所も不
足する。また、水分摂取が不足しやすく、口腔が乾
燥しやすくなる。これらにより、口の中の衛生管理も
難しく、歯ぐきの腫れや口内炎ができやすくなり、義
歯のトラブルも起きやすくなる。

避難所の歯科支援物資

（北海道胆振東部地震）
2018.9.24

避難所での歯科保健指導
（平成30年7月豪雨）
2018.8.27

避難所でのお口の体操
（令和2年7月豪雨）
2020.9.2
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災害時の地域において、歯科は歯科診
療提供体制を維持すべく対応にあたる
とともに、地域の被災者を含む住民が
健康を維持できるための歯科保健活動
（口腔健康管理の啓発）を実施する。

〇災害発生直後には、特に災害時要配慮者に対する個別
の口腔衛生管理や、口腔機能管理の指導が必要とされる。

〇被災後の生活の長期化に伴う影響を避けるため、継続し
た口腔衛生の啓発活動や、口腔機能を向上するプログラ
ムを実施する。

〇主に避難所がある時期において、地域の歯科医療提供体制を補い、地域歯科保健活動をサポートするため
に、被災地域外からの歯科支援チームが派遣される。

〇応急仮設住宅への移動とともに避難所が縮小される頃には、地域インフラが暫定的にでも復旧し、歯科診療
提供体制が段階的に回復、被災地域外からの歯科支援チーム派遣は終了する。

〇生活環境が変化した方々を対象とした歯科保健活動は、地域の歯科保健医療職により継続される。

避難所でのお口の体操
（平成28年熊本地震）
2016.6.4

特別養護老人ホームに
おける多職種勉強会（平
成28年熊本地震）
2018.2.25

歯科救護所

（東日本大震災）
2011.6.4

外部歯科支援チーム
引継時現地会議
（平成28年熊本地震）
2016.5.1

復興リハビリテーション
（令和2年7月豪雨）
2021.3.4

福祉避難所への訪問診療
（令和元年7月豪雨）
2019.11.3

応急仮設住宅における
お口の健康教室
（平成28年熊本地震）
2017.3.5
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〇 災害時には、被災都道府県の災害歯科保健医療連絡協議会として災害歯科
対策本部を設置・運営し、被災市区町村における歯科的課題を評価して市区
町村と共有する。

〇 必要時、被災都道府県知事より災害救助法に基づく派遣要請に対し、日本災
害歯科保健医療連絡協議会としてJDAT（災害歯科支援チーム）を派遣する。
派遣にあたっては、都道府県・保健所との連携のもとでの派遣調整を行う。

DMAT （Disaster Medical Assistance Team，災害派遣医療
チーム）

DHEAT （Disaster Health Emergency Assistance Team，災
害時健康危機管理支援チーム）

JMAT （Japan Medical Association Team，日本医師会災害
医療チーム）

DPAT （Disaster Psychiatric Assistance Team，災害派遣精
神医療チーム）

JDA-DAT （The Japan Dietetic Association-Disaster 
Assistance Team，日本栄養士会災害支援チー
ム）

JRAT （Japan Rehabilitation Assistance Team，大規模災害
リハビリテーションチーム）

DWAT （Disaster Welfare Assistance Team，災害派遣福祉
チーム）

〇 高齢者や障害者、子ども等の地域の災害時要配慮者においては、避難所等の生活環境が整わない場で
中長期的な生活を送った結果、歯科保健医療を含む健康の二次被害が発生する可能性がある。

〇 上下水道などのインフラの復旧に時間がかかる災害においては、地域の歯科診療所が再開するまでには
時間を要することがあり、地域歯科保健医療提供体制は継続的に低下する。

〇 平常時より、災害時に歯科保健ニーズを把握して歯科健康管理を行える体制を、各都道府県における災害
歯科保健医療連絡協議会等において構築しておき、被災時には同協議会等が災害歯科対策本部として県
内外からの歯科支援をマネジメントしながら、迅速かつ適切な歯科保健支援を提供できるように整備する。
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東京医科歯科大学救急災害医学分野／日本災害時公衆衛生歯科研究会

中久木康一 nakakuki@biglobe.jp／jsdphd-admin@umin.org

災害時の避難所等における歯科活動には、自治体や保健所のみ
ならず、多くの保健医療/介護福祉専門職・チームとの連携が欠か
せません。また、適切に支援を提供するためには、時間とともに
移動し、そして変化していく人々のニーズを、偏りなく迅速に把
握して評価し続けることが必要とされます。
多職種・多組織での支援にあたり、評価や支援を効率化し、実

効性の高い支援に結び付けることが大切であり、そのための体制
を地域ごとに整備しておくことが必要となります。更には、その
体制を災害発生直後から迅速に稼働させるためには、平時からの
研修や訓練、または備蓄やシステムなどが必要となります。
もちろん、公助が届くまでの時間は、自助・共助で対応いただ

くしかありません。住民も含めて災害時の健康管理の重要性を理
解し、自分で動ける住民は災害時にも自分の健康管理を継続でき
る準備を意識していただくような、働きかけることも大切です。
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